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１　はじめに

　本稿の目的は，海外直接投資行動を含む産業別マクロ計量モデルの特徴と経

済構造を明らかにすることにある 。われわれのモデルは，後述するように国内

経済部門と海外経済部門からなる 。稲葉 ・森川［１９９２ｂ１では，輸出入関数を

除く海外経済部門の変数を外生とした国内経済部門のモデルの経済構造につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８３）
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て考察を行 った。服部 ・稲葉 ・森川［１９９２１では，国内経済部門の変数を外生

とした海外経済部門のモデルの経済構造を検討した。本稿では，両部門の変数

を内生化したモデルのシミュレーシ ョン分析が行われる 。

　１９８９年の日米を中心とする株価 ・地価の大幅な下落，及ぴ１９９０年以降の世界

的な不況は，日本の海外進出のテンポを大幅に抑制した。海外直接投資による

資本流出額は１９９０年の４８０億ドルをピークに ，１９９１ ．１９９２年はそれぞれ３０７億ド

ル， １７２億ドルと減少し続けている 。今後１９８０年代のような急速な日本企業の

海外進出が生じないとしても ，これまで蓄積された海外での生産基盤は，日本

企業の海外生産比率を高め日本経済，世界経済により大きな影響を与えると考

えられる 。

　以下本稿では，本モデルの分析の中心である１９８０年代日本の経常収支と海外

直接投資行動を概観した後，モデルのフレームワークと特徴を説明する 。次に

モデルの経済構造を明らかにするためのシミュレーシ ョン分析を行う 。

２　 １９８０年代の日本経済とモデルのフレームワーク

　２ ・１１９８０年代の日本の経常収支と海外直接投資

　１９８０年代前半における日本経済は，第二次オイルシ ョッ クを克服し，実質

ＧＮＰ成長率は，１９８０年から８２年までは３ ．５％程度を確保した。成長率は，８３

年にいっ たん２ ．８％に落ち込むが，その後円高不況の効果が現れる８６年までに

経済成長率は４％～５％台の高水準を保持した。しかし，この間の経済成長は ，

外需に大きく依存したものであ った。経常収支は，１９８０年の１０７億ドルの赤字

から ，８５年には４９２億ドルの黒字にまで増加した。その結果，実質ＧＮＰ成長

率に占める海外経常余剰の寄与率は，１９８０年には，実に約８０％にものぼり ，８１

年から８５年においても約２０～４０％程度の水準を維持した。このような外需依存

型の経済成長は，諸外国，特にレーガノミッ クス政策をとっ ていたアメリカと

の間で大きな貿易不均衡をもたらした 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８４）
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　経常収支黒字の累積は，対外純資産残高の増加となっ て現われる 。この対外

資産は，１９８０年代以降には，間接投資のみならず対外直接投資の大幅な増大と

いう形としても保有された。日本の対外直接投資残高は，８０年末の１９６億ドル

から８５年末には，４４０億ドルに増加している 。企業が直接投資を行う動機には ，

後述するように利潤動機，市場確保，資源開発，賃金要因，制度的要因等が考

えられる 。実際，日本の直接投資がどのような動機によっ て増大したかは，業

種， 進出地域，産業，時期によっ て異なるが，８０年代に増大した直接投資には ，

貿易摩擦回避といっ た制度的要因が新たに加わ ったことは確かであろう 。また ，

日本の直接投資は，プラザ合意後の８０年代後半にも更に急激に増加し続けた 。

これは，日本企業が，円高によっ て増大した賃金等のコストを節約するため生

産拠点を海外に移したためであると考えられる 。

　このような対外直接投資の増大は，海外生産の増大を通じて，貿易収支に影

響を及ぼすであろう 。つまり ，海外生産によっ て日本企業の輸出が代替された

り， 現地企業からの逆輸入を増加させる効果が強く現れれば，貿易収支黒字削

減に貢献するはずである 。本研究では，このような効果を数量的に把握するた

めの計量モデルを作成している 。具体的には，１９７５年から８６年までを推定期問

として，産業別に日本の直接投資額を，現地での生産 ・販売と直接関連づける

形で推定した。このようにモデルを作成すれば，海外生産の増加に伴う日本の

輸出に対する代替 ・補完の効果や逆輸入の効果を明示的にモデルに取り入れる

ことができる 。また，このような海外生産活動は，日本の産業別輸出入の変化

等を通じて国内経済へ波及する 。

　２ ・２海外生産効果のモデルヘの導入

　本モデルにおいて分析される産業の分類は，表１のように行 った。現地生産

の貿易収支に対する効果を分析する際に特に重要なのは，製造業であると考え

られる 。従 って，製造業については四つの業種に分割した。なお，この産業分

類は，「国民経済計算年報」特殊分類表に従 ったものである 。また，本モデル

は， 国際経済部門と国内経済部門の二つの部門に大別される 。国際経済部門は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
産業別の日本の輸出入と現地法人の行動を表す方程式から構成されている 。一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）方， 国内経済部門は，ケインジアンタイプの産業別マクロ 計量モテルであり ，

最終需要ブロッ ク， 需要 ・供給ブロッ ク， 価格ブロッ ク， 付加価値ブロッ ク，

労働ブロッ クから成 っている 。両部門は，輸出入，価格，稼働率を通じてリン

クし，モデル全体の構成は図１のようになっ ている 。

図１　モデルのフロチャート
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）は外注変数

　本研究の特徴は，従来の多くの研究のように単に日本の海外直接投資関数を

推定するだけでなく ，直接投資を日系企業の海外生産 ・販売と関連づけてモデ
　　　　　　　　　　　　３）
ル化しているところにある 。即ち，現地企業の生産がモデルにおいて内生化さ

れると ，この生産物のうちの日本への輸出と（現地販売十第二国輸出）が決定さ

れる 。また，現地生産を行う際の投入物のうちの日本からの調達分も決定され

る。 これにより日本の海外生産の貿易収支に与える効果，つまり ，海外生産の

増加に伴う日本の輸出に対する代替 ・補完の効果や逆輸入の効果が明示的にモ

デルに取り入れられる 。以下では，このモデルの中心をなす直接投資関数，現

地法人の生産（売上高）関数，現地法人の日本への輸出関数，現地法人の日本

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）



　　海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）３５

からの輸入関数，海外生産の効果を含む日本の輸出入関数について簡単に説明
　　４）
を行う 。

　　　　　　　　　　　表１　産業分類（８産業）番号

農　林　漁　業 １

鉱　　　　　　業 ２

製　　造　　業
軽　　工　　業 ３ （パルプ ・紙，窯業 ・土石，食料品，繊維，その他製造業）

重工業素材型１ ４ （化学，石油 ・石炭製品）

素材型２ ５ （一次金属，金属製晶）

加工型 ６ （一般機械，電気機械，輸送機械，精密機械）

商　　　　　　業 ７

その他　（外生） ８ （サ ービス ，その他）

　（１）直接投資関数

　直接投資を現地での生産 ・販売と関連づけて考えているため，現地での生産

に対応する形で，直接投資関数の定式化を行 っている 。産業分類は，現地での

生産形態に基づき ，日本企業が出資している現地企業の全固定資産を被説明変

数とした。それには，日本以外の国籍の企業の出資分も含まれているが，現地

での生産と直接結び付く固定資産である 。このような現地子会社の資本ストッ

ク関数を考える際には，第一次産業，製造業，商業の三つに大きく分類し定式

化した 。

　まず，農林水産業，鉱業のような第一次産業では，海外生産を行う動機が，

資源確保 ・開発にあると考え，日本国内の需要，現地法人の稼働率，輸入相対

価格などを説明変数とした。次に，製造業の直接投資については，日本企業が

海外生産を行う動機が利潤獲得，生産 コスト削減のような経済的要因，または

貿易摩擦の激化による自主規制等の制度面の要因にあると考え，様々な推定を

試みた結果，各産業毎に次のような説明変数の関数型を採用した 。

　軽工業＝ｆ（現地法人の売上高，輸出相対価格，前期資本ストッ ク， 構造変化ダミー）

　重工業素材型１＝ｆ（国内の稼働率，前期資本ストッ ク）

　重工業素材型２＝ｆ（現地法人 ・国内の収益状況の相対比率，為替レートの変化，前

　　　　　　　　　　期資本ストッ ク）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８７）
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　重工業加工型＝ｆ（輸出相対価格，国内の稼働率，貿易摩擦タミー）

また，商業においては，現地子会社が，日本の輸出入取引において，非常に大

きな役割を果していることを考慮して，日本の商業を除く全産業合計のドル建

ての貿易取引規模（輸出額十輸入額）を説明変数として推定を行 った 。

　これらの固定資本ストッ クが決定されると ，日本の出資比率を所与とすれば ，

日本の直接投資ストッ ク額が決まり ，そのストッ クの増分である直接投資資本

流出額も決定される 。この直接投資資本流出額（国際収支べ一ス）は，産業別で

はなく ，マクロレベルのものについてのみ推定を行 った 。

　海外資本流出（全産業）＝ｆ（現地固定資産増加（全産業）の日本出資分）

　（２）現地法人の売上高関数

　現地法人の生産額については，適切なデータが得られなかったので，売上高

を被説明変数とした。本研究では，現地の生産は，生産能力，市場規模，収益

性等によっ て決定されるものと考えて定式化を行 っている 。生産能力を示す指

標として前期の固定資本額を，市場規模を表す指標としては世界貿易額を用い

た。 資源開発型（第一次産業）と製造業については，同じ説明変数を用いて推

定を行 ったが，商業の現地法人売上高については，世界貿易額（全産業合計）

と前期の現地法人売上高によっ て説明した 。

　（３）現地法人の対日輸出関数

　製造業の現地法人の売上高は，産業別に（現地法人の日本への輸出分）と（現

地販売十第三国への輸出分）に区別され，前者の売上高に対する比率は，国内需

要要因，価格要因によっ て説明され，後者は，売上高から日本への輸出分を差

し引いた残余として決定される 。なお，第一次産業については，この比率は ，

外生とした 。

　（４）現地法人の日本からの輸入関数

　本モデルでは，海外現地法人の売上高に対する総投入額の比率は所与として

いる 。現地法人の総投入額は，その仕入先によっ て， 日本から輸入とそれ以外

から調達されるのものとに分けられる 。前者が決定されれば，後者は，総投入

額からの残余として決定される 。前者の総投入額に対する比率は，製造業につ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）
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いて産業別に，価格要因，現地法人の生産状況の要因によっ て説明される 。な

お， 第一次産業については，この比率は，外生扱いとした 。

　（５）海外生産の効果を含む輸出関数

　通常の輸出関数は，輸出相対価格，世界貿易数量などで説明されるが，本研

究では，直接投資の効果を取り入れるため，各商品別の輸出関数において，海

外生産に伴う輸出補完効果と輸出代替効果が捉えられている 。輸出補完効果は ，

（４）で説明した（海外現地法人の仕入高のうちの日本からの輸入分）についてのもの

である 。これに対し，輸出代替効果は，（３）で説明した（現地法人の現地販売十第

三国輸出）の部分が，日本企業の輸出と競合し，それを代替してしまう効果で

ある 。これは世界貿易の伸び以上に（現地法人の現地販売十第三国輸出）が伸び

たときに現れるとみて，次にような関数を考えた 。

　日本企業の輸出一海外現地法人の日本からの輸入

　　：ｆ（世界貿易数量，（海外現地法人の現地販売十第三国輸出）／世界貿易数量，輸出

　　　　相対価格，前期の輸出）

または，日本企業の輸出＝ｆ（海外現地法人の日本からの輸入，世界貿易数量，（海外

　　　　　　　　　　　　　現地法人の現地販売十第三国輸出）／世界貿易数量，輸

　　　　　　　　　　　　　出相対価格，前期の輸出）

　なお，第一次産業については，輸出額がきわめて小さいことから外生扱いと

し， 商業については，このような海外生産による効果を直接には考慮していな

い。

　（６）海外生産の効果を含む輸入関数

　商品別の輸入関数では，海外生産による生産物が日本に逆輸入される効果を

考慮する 。現地子会社において生産がおこなわれると ，その生産物の一部は日

本へ輸出される 。これは，（３）で説明した海外現地法人の日本への輸出にあたる 。

ここでは，次のような推定式を考えた 。

　輸入一海外現地法人の日本への輸出

　　＝ｆ（国内総供給，輸入相対価格，前期の輸入）

　なお，このような輸入関数は，製造業についてのみ採用し，第一次産業につ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８９）
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いては，通常の輸入関数を推定している 。また，商業の輸入については，商業

以外の各産業の貿易総額と前期の商業輸入額によっ て説明した 。

３　モデルのシミュレーシ ョン分析

　３ ・１　ファイナル ・テストと乗数分析

　本モデルは，定義式を含めて２１６本の方程式から成 っている（補論１参照）。

ファイナル ・テストの標本期問は，１９７５年～８６年で，主要な変数についてその

結果をまとめたのが，表２である 。海外現地法人の売上高など現実値の変動が

　　　　　表２　モデルのファイナルテスト

ファイナルテスト（１９７５～８６）の結果（絶対平均誤差率％）

マクロ経済変数 実質額 名目 額 デフレーター

民間消費
３． Ｏ ２． ３ １． ３

設備投資
６． ５ ７． ２ ２． １

国民総支出
１． ８ ２． ５ １． ３

直接投資資本流出額（国際収支べ 一ス）
■

１７ ．１

ｉ

産業別経済変数 農林 鉱業 軽工業 重工業 重工業 重工業
水産業 素材型１ 素材型２ 加工型 商業

円建て実質輸出額 一 ■
３． ４ ７． ５ ３． ９ ７． ７ ４６ ．２＊

円建て実質輸入額 ７． ６ ５． Ｏ ５． ８ １４ ．５ ２７ ．５ ７． ７ １７ ．４ホ

現地法人固定資産 ４． １ ６． ７ ４． ９ ２３ ．３ ６． ５ ６． ３ ７． １

現地法人売上額 ２２ ．４ ２９ ．５ １３ ．２ ２６ ．２ １６ ．１ ２１ ．３ １４ ．２

生産者価格
５． ７ ４． ２ ３． ６ ６． ７ ２． ９ ２． ７ ２． ７

貨幣賃　金
２． ８ ７． ８ ２． １ ２． ６ ２． ５ １． ７ ２． ６

就　　業　　者 ５． Ｏ ４． ３ ３． ２ ５． ４ ４． ４ ３． １ ２． ３

注）　＊印 ：名目
。

表３　本モデルの乗数

１年目

１． ３６

２年目

１． ４６

３年目

１． ５５

４年目

１． ５９

５年目

１． ５７

注）実質政府投資１兆円増加のサステインド ・チ ェンジ ・シミュレーシ ョン

　（１９８２－８６年），実質国民総支出の基準解との乖離幅（単位 ：１兆円）

　　　　　　　　　　　（２９０）
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非常に大きい変数については，やや誤差が大きくなっ ているが，全体としての

モデルのパフォーマンスは悪くない 。

　乗数分析については，モデルの内挿期間の最後の５年間について，実質政府

投資を１兆円増加させるサステインド ・チ ェンジ ・シミュレーシ ョンを行 った 。

このときの実質ＧＮＰに対する乗数値が，まとめられているのが表３である 。

乗数のピークは，４年目に現れ，その大きさは１ ．５９となっ た。 乗数の大きさや

ピークの時期は，他研究と比較してみると計量委員会８次報告のモデル（４年

目にピークで１ ．４８）とよく似ている 。

　３ ・２為替レート１０％切上げのシミュレーシ ョン

　１９８０年代前半のレーガン政権下でのアメリカの高金利政策は，アメリカヘの

大量な資本流入を引き起こし，ドルの対外為替レート ，とりわけ円に対するド

ル高をもたらしたといわれる 。日本の経常収支黒字幅が大幅に拡大した１９８２～

８４年の時期に，もしもアメリカが高金利政策を実施しなかったならば，あるい

は， 日本政府がアメリカの高金利政策に追随したならば，円に対する過小評価

は是正されていたであろうという想定のもとで，実績値よりも１０％円高であ っ

た場合のシミューレシ ョンを行う 。なお，為替レートは，８５年からは，実績値

に戻し，シミュレーシ ョンは，８６年まで続けて行 っている 。

　表４は，このシミュレーシ ョンよる効果を主要変数についてまとめたもので

ある 。為替レートの切上げは，まず直接的な効果として，輸出入に対する価格

効果となっ て現れる 。即ち ，ドル建て輸出価格の上昇，円建て輸入価格の下落

を通じて輸出数量を減少させ，輸入数量を増加させる 。次に，このような輸出

額の減少は，総需要を減少させ，所得効果を通じて輸入を減少させる 。また ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
円建て輸入価格の低下は，国内価格の低下ももたらす。国内産出価格の低下の

程度は，産業によっ てかなり異なるが，原料やエネルギーを大量に使用する重

工業素材型１（以下では素材型１と記す），重工業素材型２（以下では素材型２と記

す）でやや大きい他は，概ね３％程度までの下落幅にととまる 。

（２９１）
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表４　為替レート１０％の切上げ（１９８２～８４）のシミュレーシ ョン

　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：指定のないものは基準解との乖離率％）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

円建て実質輸出

軽工業 一５ ．６ 一１３ ．Ｏ 一１７ ．４ 一１５ ．Ｏ 一８ ．７

素材型１
０． １ 一４

．２ 一３
．８ 一３

．７ １． ６

素材型２ 一３
．６ 一３

．９ 一３
．３ ３． ４ ４． ７

加工型 一４ ．０ 一１６ ．１ 一１６ ．５ 一１３ ．１

一０
．８

商　業
＊

一７
．４ 一１６ ．２ 一２０ ．７ 一１６ ．４ 一８

．１

輸出（１０億ドル）

軽工業 一０
．１

一１
．５ 一２

．３
一２

．８ 一１
．９

素材型１ 一０ ．４ 一〇
．９

一０
．９

一０
．６ ０． ０

素材型２ 一０
．４ 一０

．７ 一０ ．５ ０． ６ ０． ９

加工型
２． １ 一１２ ．４ 一１３ ．３ 一１７ ．１

一１
．２

商　業
Ｏ． ０ 一０

．１

一〇
．２

一０
．２

一０
．１

円建て実質輸入

農林漁業 ０． Ｏ Ｏ． Ｏ ０． ０ ０． Ｏ ０． ０

鉱　業
０． ０ １． ４ ２． ５ ３． ３ ２． ５

軽工業
４． ７ ７． ４ ９． ０ ４． ８ ２． ６

素材型１
０． ０ 一０

．５ ０． １ ０． ８ ０． ９

素材型２
５． ２ １３ ．４ ３１ ．４ ４３ ．１ ４９ ．１

加工型
６． ３ ６． １ ６． ２ 一〇

．２ ０． ０

商　業
＊

一６
．７ 一１２ ．６ 一１４ ．２

一８
．２ 一１

．４

輸入（１０億ドル）

農林漁業 ０． ６ ０． ４ ０． １ 一０
．６ 一０

．７

鉱　　業 Ｏ． ４ １． ０ １． ２ １． ０ ０． ４

軽工業
１． ６ １． ６ １． ４ 一０

．６ 一〇
．６

素材型１
２． ４ ２． ４ ２． ３ 一０

．１

一０
．３

素材型２ 一０
．５ 一０

．７ ０． １ ３． Ｏ ７． ０

加工型
Ｏ． ５ ０． ０ 一〇

．２ 一０
．９ 一０

．３

商　業
Ｏ． １ 一０

．１ 一０
．２ 一０

．３ 一０
．１

貿易収支（１０億ドル） 一３ ．５ 一１９ ．８ 一２１ ．５ 一２１ ．６ 一７
．６

現地法人固定資産

農林漁業 ０． ０ ０． ８ ２． １ ３． ０ ２． ７

鉱　業
０． ０ 一１

．２ 一２
．１ 一２

．６ 一１
．７

軽工業
０． ０ ４． ２ ５． ７ ６． ８ ２． ６

素材型１ 一１
．７ 一１ ．５ 一１

．０ ０． ７ １． Ｏ

素材型２ 一〇
．１ ９． ２ １６ ．２ ２１ ．３ １３ ．９

加工型
３． ７ ９． ８ １５ ．２ １５ ．５ １２ ．６

商　業
Ｏ． Ｏ ０． ５ 一〇 ．３ 一〇

．９ 一１
．７

直接投資資本流出
２． ６ ２２ ．０ ２３ ．１ １８ ．８ ３． ９

（２９２）
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１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

現地法人売上

農林漁業 Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ １． ９ ４． ５ ６． ８

鉱　業
Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ 一〇

．８
一１ ．３

一１
．７

軽工業
Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ ３． ２ ３． Ｏ ４． Ｏ

素材型１ Ｏ． Ｏ Ｏ． ２ Ｏ． ２ Ｏ． ２ 一０ ．Ｏ

素材型２ Ｏ． ０ 一〇
．Ｏ ３． ９ ７． ７ ８． １

加工型
Ｏ． Ｏ ０． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ

商　業
０． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ

現地法人の日本からの実質輸
入額（１０億円）

軽工業 一９
．２ 一４９ ．３ 一６３ ．Ｏ 一７１ ．１ 一３８ ．２

素材型１ １． ６ 一７
．９ 一１５ ．６ 一２２ ．１ 一１６ ．１

素材型２ 一ｇ４ ．７ 一１８８ ．９ 一２４６ ．３ 一２１２ ．４ 一１１７ ．９

加工型 一１８５ ．４ 一３０４ ．２ ６７ ．０ ４１５ ．２ ７０７ ．２

現地法人の日本への実質輸出
額（１０億円）

軽工業
３０ ．４ ５４ ．２ ５９ ．９ ３７ ．６ ３１ ．５

素材型１
Ｏ． ９ ２６ ．９ ７１ ．３ １１５ ．９ ８７ ．７

素材型２ 一２６ ．５ ６４ ．Ｏ ３４６ ．４ ７７６ ．２ ８０５ ．Ｏ

加工型
２． ４ 一１５ ．４ 一５４ ．１ 一７６ ．２ 一４２ ．３

実質国内生産額

農林漁業 Ｏ． ６ 一１
．７

一２
．６

一３
．６

一１
．９

鉱　業 一〇
．６

一１
．４

一１
．２

一〇
．６ Ｏ． １

軽工業 一〇
．１

一１
．５ 一２

．２

一２ ．５
一１

．１

素材型１ ４． ２ ２． ４ １． ７ 一１
．７

一〇
．５

素材型２ 一３
．２

一４
．３

一４
．Ｏ Ｏ． ２ 一〇

．０

加工型 一２ ．５ 一８
．３

一９
．Ｏ 一６

．９
一１

．２

商　業 一２
．Ｏ

一５
．Ｏ

一７
．２

一６ ．４ 一３
．３

国内就業者数

農林漁業 Ｏ． ３ 一〇
．８ 一２

．１

一３
．５ 一３

．１

鉱　業 一０ ．２ 一０
．９

一１
．５

一１
．４ 一〇

．６

軽工業 一〇
．６

一１
．８

一３
．３

一３
．９ 一３

．３

素材型１
ユ． １ Ｏ． ９ Ｏ． ３ 一ユ

．Ｏ 一１
．４

素材型２ 一ユ
．３ 一３

．Ｏ
一４

．１

一２
．９

一ユ
．７

加工型 一１
．５

一７
．３ 一１２ ．３ 一１２ ．９

一６ ．５

商　業 一〇
．５

一２
．７

一５
．Ｏ

一５
．９

一３
．７

実質国民総支出 一１
．９

一４
．８

一５
．８

一４ ，５ 一２ ．Ｏ

国民総支出デフレーター Ｏ． ５ 一〇
．４

一〇
．６

一１
．３

一〇
．６

注）　＊印は名目 。

（２９３）
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　以上のような効果は，通常のマクロモデルでも取り扱われているが，本研究

では，これに海外生産の効果が加わる 。海外生産に関する変数について見てみ

ると ，現地子会社の固定資産は，軽工業，素材型２ ，重工業加工型（以下では

加工型と記す）で増加率が大きく ，その結果，全体の直接投資資本流出額は ，

三年目には２３％ほど増加する 。海外生産（現地法人売上額）の増加は，ややこれ

とタイムラグをおいて現れ，農林水産業，軽工業，素材型２において顕著な増

加を示している 。現地子会杜の調達の一部を構成する日本からの円建て実質輸

入額は，素材型１の１年目と ，加工型の３年目以降で増加している以外では ，

減少している 。この額は，現地生産の際の投入額が増加する大きさ ，現地法人

の日本からの調達比率が，価格要因の変化（円高）によっ て低下する大きさ ，

更に円建ての金額に換算する際の為替レート ，実質化する際の日本の輸出価格

に依存するが，全体的に円高による価格効果が強く働き ，日本からの調達を減

らす効果が大きく出たものと考えられる 。また，現地子会社の日本への実質円

建て輸出額（日本の逆輸入）は，一年目の素材型２と二年目以降の加工型を除
　　　　　　　６）
いて増加しており ，特に素材型産業の増加額が大きい。これは，現地生産の増

加と ，円高によっ て日本へ輸出する割合が増加する効果が現れたものと考えら

れる 。また，海外生産の効果は，これらの輸出補完，逆輸入の効果の他に，輸

出関数に導入されている輸出代替効果にも現れる。これらの直接間接の効果を
　　　　　　　　　　　７）
通じた貿易収支の減少額は，四年目で最高になり２１６億ドルに達する 。この減

少額は，国内経済ブロッ クを外生とした服部 ・稲葉 ・森川［１９９２１における同

様なシミュレーシ ョンの場合と比較して７７億ドルほど小さい。これは，本研究

では，国内需要が内生化されたために，輸出の減少が総需要を減少させ，輸入

を減少させる効果が働くためと思われる。実際，実質ＧＮＰは，３年目に

５８％も減少している 。これは，計量委員会８次報告での為替レート１０％切上

げシミュレーシ ョンの場合の４ ．１％減少（３年目）よりも更に大きく ，本モデル

の総需要減少効果は，やや過大であるように思われる 。また，貿易額の変化を

産業別にみていくと ，輸出では，加工型の減少が，輸入においては，素材型２

の増加が，率においても金額においても大きい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９４）
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　３ ・３海外生産の貿易収支への効果

　本モデルの為替レート切上げが貿易収支に与えるインパクトは，通常のマク

ロモデルで扱われているような，価格，所得の変化を通じた効果と ，海外生産

を通じた輸出代替 ・補完，逆輸入効果を合わせたものである 。そこで，この節

では，これら二つの効果を分離し，海外生産単独の要因による貿易収支へのイ

ンパクトを調べることを試みる 。これは，次のような方法で行 った。まず，本

モデルにおいて，海外生産ブロッ クを外生にし，即ち，現地生産にに関わる部

分の行動が，為替レートによっ て影響を受けないものと仮定した場合を想定し ，

為替レート切上げのシミュレーシ ョンを行 って，このシミュレーシ ョン解と基

準解との乖離幅を求めておく 。次に，海外生産ブロッ ク内生の場合のシミュレ

ーシ ョン解を求め，同様に基準解との乖離幅を求める 。そして，後者のシミュ

レーシ ョンの乖離幅から前者のシミュレーシ ョンの乖離幅を差し引くことによ

り， 海外生産の要因による貿易収支へのインパクトを分離することができると
　　８）
考えた。製造業についての輸出入額と貿易収支（共にドル表示）について，こ

の効果をまとめたのが表５である 。

表５　海外生産の効果一為替レート１０％円高（１９８２～８４）のシミュレーシ ョン

１９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６

輸出（１０億ドル）

軽工業 一〇
．Ｏ

一〇
．２

一〇
．４

一〇 ．５ 一〇
．６

素材型１
Ｏ． Ｏ 一〇

．Ｏ
一〇

．Ｏ
一〇

．１

一〇
．Ｏ

素材型２ 一〇
．Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． ２ １． Ｏ Ｏ． ９

加工型 一４
．Ｏ

一７
．４ 一１０ ．５ 一６

．２
一３

．５

輸入（１０億ドル）

軽工業
Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． Ｏ 一〇

．Ｏ
一０

．１

素材型１ 一〇
．１

一〇
．１

一〇
．１ Ｏ． ２ Ｏ． ０

素材型２ 一０ ．Ｏ Ｏ． ２ １． ５ ４． ４ ８． ６

加工型 一〇
．Ｏ

一〇 ．３ 一〇
．６

一〇 ．５ 一〇
．３

貿易収支（１Ｏ億ドル） 一３ ．７
一７

．３ 一１１ ．３
一９

．４ 一１１ ．ユ

　まず輸出についてみてみると ，海外生産を通じた効果は，加工型で特に大き

く， ８２年の素材型１と８３年以降の素材型２を除いて，いずれも輸出を減少させ

る効果が現れている 。製造業全体でも輸出額をかなり減少させ，しかもその効

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９５）
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果は，為替レートを現実値に戻した８５年以降でも継続しており ，海外生産によ

って輸出が代替される効果がかなり大きく長期的なものになることがわかる 。

次に，輸入については，８２年から８４年までの軽工業と８３年以降の素材型２で増

加するが，それ以外の産業では，減少している 。国内経済部門が外生扱いにな

っている服部 ・稲葉 ・森川１１９９２１での海外生産の効果の計測では，輸出につい

ては，ほぼ同じ傾向を示しているのに対し，輸入については，８５年以降の加工

型を除いて増加していることから ，本研究での効果の方が，輸入を減じている

ことが解る 。これは，本研究の場合，海外生産部門を内生化すると ，輸出代替

効果によっ て， 輸出が海外生産が行われない場合よりもより多く減少し，それ

が総需要を減少させ，輸入を減少させる効果が現れるからである 。また，８５年

以降の素材型２の輸入増加額が大きいのは，素材型２では，海外生産ブロッ ク

を外生化した場合には，輸入額が減少するのに対して，同ブロッ クが内生化さ

れた場合には，逆輸入の増加を反映して輸入が増加していくため，この両者の

差がかなり大きく現れるためである 。

　製造業以外の産業も含めると ，海外生産による貿易収支の削減額は，１９８２年

３７億ドル，８３年７３億ドル，８４年１１３億ドル，８５年９４億ドル，８６年１１１億ドルとな

り， 海外生産の効果が，シミュレーシ ョン開始年には，Ｊカー ブ効果によっ て

貿易収支が増加してしまう効果を抑制し，３年目には，貿易収支減少額のうち

　　　　　図２　為替レート１０％切り上げ（８２－８４）のシュミレーシ ョン

　　　　　　５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オ

０

　一５　　　　　　 ・

１　　　　　　　　＼
○

億Ｉ１０　　　　　　＼
ド　　　　　　　　　　　斗’
ル
　ー１５

　一　一一

　　　　　　　　　〃
　　　　　　　　〃
一一 ’← 一、 一．．一　　■
　　　　　　 一・ 斗

一２０

一２５
１９８２　　　　　　　　　１９８３　　　　　　　　　１９８４　　　　　　　　　１９８５　　　　　　　　　１９８６

　　　 口海外生産効果あり　十海外生産効果なし

（２９６）
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の約半分を海外生産による効果が担 っている 。最終年には，海外生産を通じた

効果が，為替レートを現実値に戻すことによっ て反転してしまう貿易収支に対

して，減少効果を持続させる役割を果たしているのがわかる（図２参照）。

　３ ・４　実質世界貿易額１％増加のシミュレーション

　本節では，１９８２年から１９８６年まで日本を除く実質世界貿易額が１％増加した

場合のシミュレーシ ョンを行う 。世界貿易額の拡大は，直接的には，わが国の

輸出を拡大するが，それに加えて，本モデルでは，海外生産の増加をもたらし ，

それが輸出代替 ・補完，逆輸入といっ た問接的な効果を生み出す。このシミュ

レーシ ョンの結果は，表６に掲載されている 。

　この表によると ，現地子会社の売上は，特に，素材型１ ，加工型，商業で顕

著な増加をみせている 。このような売上高の増大によっ て， 多くの製造業にお

いて現地固定資産額が増大し，その結果，国際収支べ 一スの直接投資資本流出

額も ，最高で１ ．１％ほど増加している 。現地法人の日本からの輸入，日本への

輸出も一部の産業で最初の年にわずかながら減少するのを除いて，着実に増加

している 。一方，輸出は，すべての産業で増加し，特に加工型においては，金

額べ 一スでも増加率でも大きい。また，輸入についても ，総需要の拡大（実質

ＧＮＰはＯ．３％増加）と海外生産の拡大による日本への製品輸出の増加を反映し

て， すべての産業で増加している 。全産業の合計でみると ，輸出の増加額の方

が輸入の増加額よりも大きいため，貿易収支は，最高１１億ドルほど増加する 。

　このシミュレーシ ョンについても ，前節と同様の方法により海外生産の効果

を分離すると ，素材型２の全期間と加工型の最初の２年問で輸出額を減少させ

る効呆が働いている 。一方，その他の産業，及び期問においては，輸出増加効

果が働いている 。． 輸入については，素材型２を除き ，増加させる効果が働いて

いる 。これらの結果，海外生産を通じた効果は，貿易収支を，わずかながら
　　　　　　　　　　　　　　　　９）
（最高で２億ドル程度）減少させている 。

（２９７）
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表６　実質世界貿易１％の拡大（１９８２～８６）のシミュレーシ ョン

　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：指定のないものは基準解との乖離率％）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

円建て実質輸出

軽工業
０． １ ０． ５ ０． ８ ０． ９ １． １

素材型１
０． １ ０． ９ Ｏ． ９ ０． ９ １． ０

素材型２
Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ３ ０． ３ Ｏ． ３

加工型
０． ９ ０． ８ １． Ｏ １． １ １． １

商　業
ホ ０． ４ ０． ７ １． １ １． ４ １． ７

輸出（１０億ドル）

軽工業 ０． Ｏ ０． １ ０． １ ０． ２ ０． ２

素材型１
Ｏ． ０ ０． １ Ｏ． １ ０． １ ０． １

素材型２
０． Ｏ Ｏ． １ ０． １ ０． １ ０． １

加工型
０． ８ １． ０ １． ２ １． ４ ２． １

商　業
０． ０ ０． ０ ０． ０ ０． ０ Ｏ． ０

円建て実質輸入

農林漁業 ０． １ ０． ２ Ｏ． ３ ０． ４ ０． ５

鉱　業
０． ０ ０． ０ ０． １ Ｏ． １ ０． １

軽工業
Ｏ． １ ０． ３ Ｏ． ５ Ｏ． ６ ０． ７

素材型１
Ｏ． ２ ０． ７ １． ０ １． ３ １． ５

素材型２
０． ５ １． １ １． ５ １． ７ １． ９

加工型
０． ３ ０． ６ ０． ９ １． ３ １． ５

商　業
ホ ０． ３ ０． ６ ０． ８ ０． ９ １． １

輸入（１０億ドル）

農林漁業 ０． ０ Ｏ． ０ Ｏ． Ｏ ０． １ Ｏ． １

鉱　業
Ｏ． ０ ０． ０ ０． ０ Ｏ． ０ ０． ０

軽工業
０． ０ ０． １ ０． １ ０． １ ０． ２

素材型１
０． ０ ０． １ ０． ２ ０． ３ ０． ４

素材型２
０． ０ ０． １ ０． １ ０． ２ ０． ３

加工型
０． ０ ０． １ Ｏ． １ ０． １ ０． ３

商　業
０． ０ Ｏ． ０ ０． ０ ０． ０ ０． ０

貿易収支（１０億ドル） ０． ８ ０． ８ Ｏ． ９ Ｏ． ９ １． １

現地法人固定資産

農林漁業
０． ０ 一０

．０ 一０
．０ ０． ０ ０． ０

鉱　業
Ｏ． ０ 一０

．Ｏ 一０
．０ 一０

．Ｏ 一０
．０

軽工業
０． ０ ０． ０ ０． ３ Ｏ． ５ ０． ７

素材型１
１． ２ １． ８ ２． ０ ２． ２ ２． ２

素材型２
０． ２ ０． ３ ０． ３ Ｏ． ５ Ｏ． ５

加工型 一０
．２ 一０

．３ 一０
．４ 一０ ．４ 一０

．５

商　業
０． ０ ０． １ ０． ２ ０． ３ ０． ４

直接投資資本流出
Ｏ． ７ １． １ １． １ １． １ ０． ９

（２９８）
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１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

現地法人売上

農林漁業 ２． １ ２． １ ２． １ ２． Ｏ ２． １

鉱　業 Ｏ． Ｏ ０． Ｏ 一０ ．Ｏ

一〇
．Ｏ

一〇
．Ｏ

軽工業 ０． Ｏ １． ４ １． ７ ２． Ｏ ２． ２

素材型１ ２． ９ ３． Ｏ ３． Ｏ ３． Ｏ ２． ９

素材型２ １． ３ １． ４ １． ５ １． ４ １． ７

加工型 Ｏ． Ｏ ３． ４ ５． Ｏ ５． ７ ６． Ｏ

商　業 ０． Ｏ ２． ５ ４． １ ５． ユ ５． ７

現地法人の日本からの実質輸
入額（１０億円）

軽工業 一〇
．Ｏ ３． ９ ６． ２ ９． ２ １５ ．７

素材型１ ２． ７ ４． ６ ６． １ ７． １ ９． ５

素材型２ ２． ４ ３． ６ ５． Ｏ ４． ３ ５． ６

加工型 一２
．Ｏ ６２ ．８ １２５ ．４ ２３２ ．１ ３５８ ．９

現地法人の日本への実質輸出
額（１０億円）

軽工業 Ｏ． １ ８． ２ ユＯ ．２ １４ ．２ ２１ ．９

素材型１ ２． ２ ３． ７ ７． Ｏ １２ ．２ ２２ ．２

素材型２ ３． ６ ４． ７ ５． ８ ４． ９ ４． ５

加工型 Ｏ． Ｏ ６． Ｏ １２ ．９ ２２ ．４ ３７ ．０

実質国内生産額

農林漁業 Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ３

鉱　　業 Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． １

軽工業 ０． Ｏ Ｏ． １ Ｏ． ２ ０． ２ ０． ２

素材型１ Ｏ． Ｏ Ｏ． ２ ０． ２ Ｏ． ２ Ｏ． ２

素材型２ Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ２ Ｏ． １ Ｏ． ２

加工型 Ｏ． ４ Ｏ． ４ Ｏ． ５ ０． ５ ０． ５

商　業 Ｏ． １ Ｏ． ３ Ｏ． ４ Ｏ． ５ Ｏ． ６

国内就業者数

農林漁業 Ｏ． １ ０． １ Ｏ． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ３

鉱　　業 Ｏ． Ｏ Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． １

軽工業 Ｏ． ０ Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ３

素材型１ Ｏ． Ｏ Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ３

素材型２ Ｏ． Ｏ Ｏ． １ Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ２

加工型 Ｏ． ２ Ｏ． ５ Ｏ． ７ Ｏ． ８ Ｏ． ８

商　業 Ｏ． １ Ｏ． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ４ Ｏ． ４

実質国民総支出 Ｏ． ２ ０． ２ Ｏ． ２ Ｏ． ３ ０． ３

国民総支出デフレーター Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． Ｏ Ｏ． １

注）　＊印 ：名目
。

（２９９）
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４　ま　と　め

　本研究のモデル分析を通じて，明らかになっ たことは次の二点にあると考え

られる 。第一に，為替レートあるいは世界経済の変化などの日本経済にとっ て

外生的な変化が国内経済に及ぼす影響のみならず，日本企業の海外事業活動に

及ぼす影響，ならびに両者の相互作用を数量的に検討しえたことである。第二

に， 日本企業の海外事業活動を内生化したケースのシミュレーシ ョンと外生化

したケースのシミュレーシ ョンとを比較することによっ て， 日系企業の海外事

業活動による海外生産効果を数量的に把握することができたことである 。

　しかし，本モデルでは対全世界が日本の貿易相手国，及び直接投資相手国と

なっ ており ，外生扱いとされているため，日系企業の海外事業活動によるリパ

ーカ ッシ ョンが考慮されないことになる 。例えば，為替レートの切り上げが，

日本の貿易相手国の輸出増加，輸入減少を通じて，国内生産を増加させ，さら

に日本からの輸入を誘発するならば，日本国内の生産減少をある程度緩和する

かもしれない。また，円高にともなう日本の海外直接投資の増加は，投資受け

入れ国の国民経済にインパクトを与えることになるから ，その結果日本経済に

も影響を及ぼすことになる。当然のことながら ，これらの影響の度合いは，対

象とする国によっ て異なっ てくる 。日本との貿易 ・直接投資相手国を特定化し ，

二国間の相互依存関係を考慮したマクロ計量モデルを作成するならは，シミュ

レーシ ョン結果は上記とは若干異なっ た姿になるかもしれない。一国間モテル

による分析は，直接投資に関わる問題を第三国との関わりで検討も可能にする

　　　１０）
であろう 。また，直接投資の長期的効果を分析するためには，直接投資相手国

への技術移転など技術進歩の扱いが議論される必要があろう 。これらの問題は ，

モテルの推定期間の延長とも関わり ，今後の研究課題として残されている 。

＊本稿は，第２６回マクロ 計量モデル会議（１９９１年１０月開催）での報告（稲葉　森

　　　　　　　　　　　　　　　　（３００）
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川［１９９１１）に基づいてまとめたものである 。報告内容について，神戸大学経営

学部天野明弘教授をはじめ，参加者の先生方から貴重なコメントをいただいた 。

記して感謝の意を表したい 。

　　１）本モデルの国際経済部門の分析については，服部 ・稲葉 ・森川［１９９２１参照
。

　　２）本モデルの国内経済部門の特徴については，稲葉 ・森川［１９９０１を ，また，本

　　　モデルの現地生産に関わる行動方程式を除いたすべての方程式からなる産業別オ

　　　 ープンマクロ ・モデルについては，稲葉 ・森川［１９９２ｂ１参照
。

　　３）過去に行われた日本の直接投資に関する実証研究のサ ーベイと ，その中での本

　　　研究の位置づけや特徴については，稲葉 ・森川［１９９２ａ１参照。前稿では言及さ

　　　れていないが，本研究と関連する二つの研究について以下検討しておくことにし

　　　よう 。

　　　　第一は，直接投資関数を地域別 ・産業別に計測を試みたものである。秋山裕

　　　［１９８９１は，次のような直接投資関数を提示している 。

　　　　　Ｉｏｇ（ＤＩ ｊｋｔ
）＝ａｏ ＋ａ１・ １ｏｇ（Ｐ

ｉｊｔ
）十ａ２ ・１ｏｇ（ＧＤＰ ｉｔ ）

　　　　　　　　　　　（Ｗ ｉｔ ／ＥＰ ｉｔ ）
　　　　ここで，Ｐｉｊｔ＝

　　　　　　　　　　　（Ｗｊｔ／ＥＲｊｔ ）

　　　　ＤＩ ｊ。： 日本のｋ産業の対ｊ地域直接投資額（フロー）

　　　　Ｐ ｉｊ： ｉ地域の日本に対するＵＳドル建て相対的実質賃金率

　　　　ＧＤＰｉ： ｉ地域の実質ＧＤＰ

　　　　ＥＲｉ： ｉ地域の対ＵＳドル為替レート

　　　　ＥＲｊ： 日本の対ＵＳドル為替レート

　　　　Ｗｉ： ｉ地域の実質賃金率

　　　　Ｗｊ： 日本の実質賃金率

　　　　日本のｋ産業の対ｊ地域直接投資額が，日本企業の相対生産費用の代理変数で

　　　ある相対的実質賃金率Ｐ ｉｊ， 及びｉ地域の需要規模をあらわす代理変数，実質

　　　ＧＤＰによっ て説明されている 。従 って，説明変数は各産業固有のものではなく ，

　　　計数推定値の違いによっ て産業の特徴が現れてくる 。計測期間は１９６５～８７年（年

　　　次データによる推定）であり ，また，地域については対北米，対アジア ，対欧州 ，

　　　その他地域に分けられている 。直接投資のデータは大蔵省統計を用いているため ，

　　　産業分類はこの統計の分類に従 っている 。通常の最小自乗法で計測すると ，ダー

　　　ビン ・ワトソン比は小さく自己相関の可能性があるため，Ｐｒａｉｓ－ Ｗｉｎｓｔｏｎ 変換を

　　　用いた一般化最小自乗法による推定が行われている 。この推定によれば，多くの

　　　地域 ・産業において計数の符号条件を満たし，かつ有意であるという結果が得ら

　　　れている 。さて，これらの推定結果から価格弾力性，投資相手地域の需要弾力性

　　　の大きさを ，地域別 ・産業別に比較することによっ て興味ある情報を引き出すこ
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　　とができる 。例えば，製造業全体でみると北米向け，欧州向けの直接投資関数で

　　は，価格 ・各需要規模パラメータが有意となり ，アジア向け直接投資は価格のみ

　　が有意となっ ている 。そして，「北米向け ・欧州向け直接投資は市場としての要

　　因と為替レートを中心とした生産費の変化に対して直接投資が反応するのに対し

　　て，アジア向け直接投資は価格要因が主となっ ている 。」と結論づけている 。こ

　　の論文ではさらに，直接投資関数を用いて将来の直接投資の予測をも行っている 。

　　　産業別直接投資の決定要因についての計量分析は，公表されているテータによ

　　りかなり制約されており ，データの体型的な整備に基づく積極的な分析が必要と

　　されている 。なお，本稿の分析においては，通産省の海外事業活動に関する産業

　　別データに他の統計的情報を利用して一定の調整を施すことによっ て， 産業別海

　　外直接投資の時系列データを作成し，直接投資関数の推計を行っている 。

　　　第二に，国際貿易投資研究所［１９９２１では，約１ ，７５０本からなる１６カ国 ・地域

　　のマクロ計量モデルを貿易ブロッ クで結び，日本の海外直接投資が各国経済に与

　　える影響の分析を試みている。直接投資は外生的に与えられ，投資受け入れ国に

　　おける貿易効果は次の三つに大別されている 。

　　（１）直接投資増加による国内需要増加の結果，輸入が増加する需要効果 。

　　（２）生産物等の輸出拡大効果（投資国からみれば輸出代替効果 ・逆輸入効果），原

　　　材料 ・部品 ・中問材などの輸入拡大効果（投資国からみれば輸出補完効果） ，

　　　輸入代替効果からなる生産効果（投資国からみれは輸出代替効果）。

　　（３）これらの効果を通じての第２次効果としての間接効果 。

　　　直接投資の貿易効果は，モデルにおいては直接投資ブロッ クで扱われる 。投資

　　受け入れ国における対内直接投資の増加は，直接投資資本ストッ クを増加，当該

　　企業の売上増加となり ，ある一定部分は輸出増加，輸入代替に振り向けられると

　　考えられる 。また，売上増加は，仕入れの増加をもたらし，輸入増加をもたらす

　　ことになる 。

　　　 このモデルは，直接投資の貿易効果の分析を二国間の相互関係にとどまらず第

　　三国を通じる間接効果をも明示的に組み込んだ点に最大の特徴があるといえる 。

　４）輸出入関数における ，輸出入データ ，輸出入価格指数，世界価格指数，及び世

　　界貿易数量指数は暦年べ一スで作成されているが，直接投資を含む日本企業の海

　　外事業活動に関わる諸変数は年度べ一スで作成されている 。このため，輸出入関

　　数においては，これら海外事業活動に関わる説明変数を暦年べ一スに調整して推

　　定が行われている 。

　５）本モデルでは，産業連関表形式での投入 ・産出構造を組み込んでいないため ，

　　為替レートの変化にともなう円建て輸入価格の変化が国内の生産者価格を変化さ

　　せるメカニズムが存在しない。そこで，為替レートを切り上げた場合についてそ
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　の効果を検討するために，以下の想定を行 った 。

　ａ）為替レート１０％の切り上げを示すため，１９８２～８４年の円建て為替レートにつ

　　いて実績値の０ ．９倍とする 。ただし，為替レート１０％の切り上げがそのまま輸

　　入価格の１０％下落につながるとは限らず，為替レートの変化に対する円建て輸

　　入価格の変化は産業によっ て異なると考えられる 。円切り上げのシミュレーシ

　　 ョンにおいては，次のような輸入価格関数を推計した 。

　　　円建て輸入価格指数＝ａ＋ｂ＊ドル建て輸入価格指数＊円建て為替レート十ｃ

　　　　　　　　　　　　　　　＊前期の円建て輸入価格指数

　ｂ）円建て輸入価格の下落は，企業における輸入原材料コストの引き下げをもた

　　らし，中問投入のうち輸入分にみあう生産者価格の引き下げが生じると想定し ，

　　産業別価格決定方程式における中問投入比率を１９８２～８４年について次のように

　　変更した 。

　　　（１－０ ．１＊ＭＰＩＭ（ｉ）＊ＲＶＵＩＭ（ｉ））＊ＲＶＵ（ｉ）　ｉ＝１～７

　　　　ＭＰＩＭ（ｉ） ：輸入価格関数（ただし，自己ラグは説明変数として含まな

　　　　　　　　　　い）におけるｂの係数推定値

　　　　ＲＶＵＩＭ（ｉ） ：中問投入に占める輸入原材料の割合。１９８０年，１９８５年の産業

　　　　　　　　　連関奉を用いて１９８２～８４年については直線補完によっ て推計 。

　　　　　ＲＶＵ（ｉ） ：中問投入 コンバーター（国民経済計算統計から求められた国

　　　　　　　　　　内産出額に対する中問需要の比率）

６）加工型において，この額が増加しないのは，現地法人売上高関数（方程式
　（１４７））が，現地法人固定資本ストッ クの増加を反映していないために売上額が

　増加しないことと ，現地法人の対日輸出関数（方程式（２０２））が，円高による価

　格要因の変化を反映する項を含んでいないためである 。

７）ここでの貿易収支は，ＳＮＡべ 一スの輸出額（ＦＯＢ価格）から輸入額（ＣＩＦ価

　格）を差し引くことによっ て求めたものであり ，国際収支べ一スのものとは，若

　干異なる 。

８）海外生産ブロッ クが外生の場合のシミュレーシ ョン結果については，稲葉 ・森

　川［１９９２ｂ１参照。ただし，ここでの分析では，そのモデルに若干の修正を加え

　たものを用いている 。

９）世界貿易拡大のシミュレーシ ョンにおいて，輸出拡大，及びそれを通じた国内

　経済への影響が小さいが，これは以下の理由による 。

　　海外の需要が増加した際，特に輸出産業における主要メーカーは，輸出相手国

　市場拡大のために，商業を営む海外現地法人を設立し，日本の親会杜からの製品

　を輸入することが多い。この場合，日本企業の輸出は，海外現地法人べ一スでみ

　れば当該業種の輸出増加とはならず，商業への輸出増加となっ てあらわれる 。よ
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　っ て， 世界貿易の拡大は，日本からみれば主要な輸出相手国の商業海外現地法人

　の日本からの輸入を拡大させ，その製品を現地国で販売することになる 。本モデ

　ルでは，このような行動をモデル化するに至っていないため，日本の輸出増加が

　過小になるものと考えられ，改善すべき課題を残している 。

１０）国際貿易投資研究所［１９９２Ｌ　Ａｄａｍｓ　ａｎｄ　Ｈｕａｎｇ［１９９２１は，複数国問の相互

　依存関係を考慮した直接投資のモデル分析を行 っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

Ａｄａｍｓ　Ｆ　Ｇ　ａｎｄ　Ｈｕａｎｇ　Ｇ，［１９９２１ ‘‘

Ｅｍｐｎｃａ１Ｅｓｔｍａ廿ｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｄｅｔｅｍｍａｎｔ　ｏｆ　Ｕ

　　Ｓ　ａｎｄ　Ｊａｐａｎａｎｅｓｅ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｄ１ｒｅｃｔ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ” Ｗｏｒｋｍｇ　ｐａｐｅｒ，Ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｍａ
－

　　ｔ１ｏｎａ１Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ（ＩＣＳＩＡＤ）

秋山裕［１９８９１「直接投資関数の計測」（財）機械振興協会経済研究所編［機械産業に

　　おける国際分業化にともなう国内産業の影響分析に関する統計研究』第４章，４７

　　 ～５９
。

服部 ・稲葉 ・森川［１９９２１ｒ日本企業の海外直接投資の計量モデル分析」電力中央研

　　究所研究報告 ：Ｙ９２００６（財）電力中央研究所経済研究所 。

稲葉和夫 ・森川浩一郎［１９９０１「産業別日本経済マクロ 計量モデルの計測」［立命館経

　　済学』第３９巻第４号 。

　同　［１９９１１「海外直接投資モデルのシミュレーシ ョン分析」第２６回マクロ計量モ

　　デル会議報告資料 。

　同　［１９９２ａ１「日本企業の海外直接投資行動と国際収支」斎藤 ・二宮 ・小川編

　　『多部門経済モデルの実証研究』第８章所収，８０１～８３１，創文社 。

　同　［１９９２ｂｌ「日本企業の産業別国際競争力の実証分析一産業別マクロ 計量モデ

　　ルによる一考察一」『立命館国際地域研究』第３号 。

経済企画庁［１９８９１『中　長期分析のための多部門計量モテルー計量委員会第８次報

　　告』経済企画庁総合統計局 。

国際貿易投資研究所［１９９２１『ＩＴＩ世界貿易 ・投資モデルによる経済波及効果の分析

　　一地域統合の効果と日本の直接投資の貿易に与える効果の計測一』。
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［補論１１ 方程式体系一覧

推定方法 ：単純最小二乗法

Ｒ２ は自由度修正済みの決定係数，ＤＷはダービンワトソン比，ＲＨＯはコクレンオー

カット法による一次の自己相関係数

国内経済部門

１． 最終需要ブロッ ク

　（１）家計国内消費支出（実質）（標本期間１９６６～１９８６）

　　ＣＰＨ＝４９４７２＋０３３３＊（ＹＤＨｌＰＣＨ＊１００）十０６４９＊ＣＰＨ＿１

　　　　　（Ｏ ．０２）　（２ ．７５）　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ ．１４）

　　　　　一５４０９ ．１＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　（一２ ．３５）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．２５

　（２）民間最終消費支出（実質）（標本期問１９７０～８６）

　　ＣＥＰＩ：一６３７ ．６２＋１ ，０２３＊ＣＰＨ

　　　　　（一２ ．２３）　（４６２ ．８）

　　　　　　　Ｒ２：Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝Ｏ ．６０

　（３）家計国内最終消費支出（名目）

　　ＣＰＨＮ＝ＰＣＨ＊ＣＰＨ／１００

　（４）民問最終消費支出（名目）

　　ＣＥＰＩＮ＝ＣＥＰＩ＊ＰＣＥＰＩ／１００

　（５）民問住宅投資（実質）（標本期間１９６６～１９８６）

　　Ｌｎ（ＩＨ）＝１ ，７０７＋ｏ ．４８７＊１（ＹＤＨ／ＰＩＨ）／（ＹＤＨ
－１

／ＰＩＨ
－１

）１

　　　　　　（２ ．７５）（１ ．２２）

　　　　　　一０ ，１７２＊Ｌｎ（ＩＲＬ）十〇 ．８５７＊Ｌｎ（ＩＨ
－１ ）

　　　　　　（一１ ．３７）　　　　（１４ ．７９）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９４　　　ＤＷ＝１ ．６７

　（６）民間住宅投資（名目）

　　ＩＨＮ＝ＩＨ＊ＰＩＨ＊１００

設備投資関数

　（７）農林漁業（標本期間１９６７～１９８６）

　　ＩＦ（１）／ＫＩＦ（１）＿１＝０ ，００５＊［［ｌＢＳＰ（１）十ＤＰ（１）１／ＰＸ（１）＊１００］／ＫＩＦ（１）＿１］／ＩＲＬ

　　　　　　　　　　（４ ．４１）

　　　　　　　　　　十０ ，８３１＊ＩＦ（１）一１／ＫＩＦ／（１）一２

　　　　　　　　　　　（２２ ．６）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９４　　　ＤＷ＝２ ．５５
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（８）鉱業（標本期問１９６６～８６）

　　Ｌｎ（ＩＦ（２））＝一１２ ．２２＋２ ，２６４＊Ｌｎ（ＤＧＲ（２））十０ ，２５９＊Ｌｎ（ＩＦ（２）．１ ）
　　　　　　　　　　（一２ ．２５）（２ ．９３）　　　　　（２ ．２０）

　　　　　　　　　　一１ ，６２２＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　（一５ ．７９）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８８　　　ＤＷ＝２ ．０９

（９）軽工業（標本期問１９６７～１９８６）

　　ＩＦ（３）／ＫＩＦ（３）＿１＝一０ ，００８＋０ ，０１５＊［［ｌＢＳＰ（３）

　　　　　　　　　　　　（一１ ．０７）（４ ．９７）

　　　　　　　　　　　　　十ＤＰ（３）；／ＰＸ（３）１／ＫＩＦ（３）＿１］／ＩＲＬ

　　　　　　　　　　　　　＋Ｏ ．５６８＊ＩＦ（３）＿１１ＫＩＦ（３）＿２

　　　　　　　　　　　　　（６ ．０２）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９３　　　ＤＷ＝１ ．７７

（１０）重工業（素材型１）（標本期問１９６７～１９８６）

　ＩＦ（４）／ＫＩＦ（４）＿１＝一０ ，０７１＋０ ，０７１＊ＤＧＲ（４）／ＫＩＦ（４）．１

　　　　　　　　　　　　　（一３ ．７０）（４ ．７１）

　　　　　　　　　　　　　十０ ，３６５＊ＩＦ（４）一１／ＫＩＦ（４）一２－０ ，０３２＊ＤＭ（７２－７３）

　　　　　　　　　　　　　（２ ．６５）　　　　　（一２ ．５６）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９１　　　ＤＷ＝１ ．２３

（１１）重工業（素材型２）（標本期問１９６７～１９８６）

　ＩＦ（５）／ＫＩＦ（５）＿１＝一０ ，０９７＋０ ，１００＊ＤＧＲ（５）／ＫＩＦ（５）．１

　　　　　　　　　　　　（一５ ．７２）（６ ．９４）

　　　　　　　　　　　　　十０ ，３４７＊ＩＦ（５）一１／ＫＩＦ（５）一２－Ｏ ．０４４＊ＤＭ（７２－７３）

　　　　　　　　　　　　　（３ ．４４）　　　　　（一３ ．９７）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９５　　　ＤＷ＝０ ．８３

（１ａ　重工業（加工型）（標本期問１９６７～１９８６）

　ＩＦ（６）／ＫＩＦ／（６）一１＝一０ ，１９０＋０ ，０８５＊ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）．１

　　　　　　　　　　　　（一３ ．７４）（４ ．００）

　　　　　　　　　　　　　十０ ，３１１＊〕ＢＳＰ（６）十ＤＰ（６）１／ＰＸ（６）＊１００］／ＫＩＦ（６）．１

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．５７）

　　　　　　　　　　　　　十０ ，４５４＊ＩＦ（６）＿１１ＫＩＦ（６）＿２

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．５８）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９４　　　ＤＷ＝１ ．０７

（１３　商業（標本期問１９６７～１９８６）

　ＩＦ（７）／ＫＩＦ（７）＿１＝一０ ，００２

　　　　　　　　　　　　（一〇 ．１５）

　　　　　　　　　　　　十０ ，０６５＊［〕ＢＳＰ（７）十ＤＰ（７）１／ＰＸ（７）］／ＫＩＦ（７）．１］／ＩＲＬ

　　　　　　　　　　　　　（３ ．７１）

　　　　　　　　　　　　十０ ，６７８＊ＩＦ（７）＿１／ＫＩＦ（７）＿２

　　　　　　　　　　　　　（６ ．１８）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８４　　　ＤＷ＝２ ．２５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０６）
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（１仙　実質総固定資本形成（民問 ・企業設備）（標本期問１９７０～８６）

　　　　　　　　　　　　　　８　ＩＦＳＮＡ＝一２６ ．７８＋１ ，０４３＊　ＩＦ（ｉ）

　　　　　（一〇 ．１５）（２０２ ．５） ｉ！１

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．０２

（１弓総固定資本形成（民問 ・企業設備）（名目）

　ＩＦＮ・ＩＦＳＮＡ＊ＰＩＰ／ユＯＯ

（１ｄ　国民総支出（実質）（標本期問１９７０～１９８６）

　ＲＧＮＥ＝一２８６７ ．４７＋１ ，１５８＊（ＣＥＰＩ＋ＩＨ＋ＩＦＳＮＡ＋ＩＧＮ／ＰＩＧ＊１００

　　　　　　（一〇 ．３５）　（２７ ．９６）

　　　　　十ＥＸＯＥ／ＰＥＸＯＥ＊１００－ＩＭＯＭ／ＰＩＭＯＭ＊１００）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９８　　　ＤＷ：２ ．１２

（１つ　国民総支出（名目）（標本期問１９７０～１９８６）

　ＧＮＥ＝２９４ ．１１＋１ ，１１３＊（ＣＥＰＩ＊ＰＣＥＰＩ／１ＯＯ

　　　　（０ ．４４）　（３２３ ．７）

　　　　十ＩＨＮ＋ＩＦＮ＋ＩＧＮ＋ＥＸＯＥ－ＩＭＯＭ）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．５３

２　需要 ・供給ブロッ ク

（１ト（２ゆ財 ・サービスの需要（ｉ＝１～７）

　　ＤＣ（ １）＝ｌＲＣＰＨ（ １）＊ＣＰＨＮ（ １）十ＪＮ（ １）十ＲＩ（ １）＊（ＩＧＮ＋ＩＨＮ＋ＩＦＮ）

　　　　　　十ＥＸ（ｉ）１／１１－ＲＩＣ（ｉ）；

蝸，（２つ～Ｇ１）産業別生産額（ｉ：１～７，ただしｉ＝２を除く）

　ＤＧＮ（ｉ）＝・ＲＧＮ（ｉ）＊１（１＋ＲＥＰＣ（ｉ））＊ＤＣ（ｉ）一（１＋ＲＴＩＭ（ｉ））＊ＩＭ（ｉ）；

蝸　鉱業生産額（標本期問１９７１～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　８　ＤＧＮ（２）＝５９０ ．９６＋Ｏ ．００３＊　ＤＧＮ（ｉ）十３９５ ．３１＊ＤＭ（７９－８０）

　　　　　　　（４ ．６３）（１０ ．９８） ｉ＝１

　　　（２ ．９７）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９０２　　　ＤＷ＝１ ．０８

吻～閥　実質産出額の定義（ｉ＝１～７）

　ＤＧＲ（ｉ）＝ＤＧＮ（ｉ）／ＰＸ（ｉ）＊１００

Ｇ９～蝸　資本ストッ クの除却（ｉ＝１～７）

　ＲＫＰ（ １）＝ＴＫＰ（ １）＊ＫＩＦ（ １）

蝸～肋　粗資本ストッ ク（ｉ＝１～７）

　ＫＩＦ（ｉ）＝ＩＦ（ｉ）十ＫＩＦ（ｉ）＿１－ＲＫＰ（ｉ）

闘財 ・サ ービスの輸出と海外からの要素所得（標本期問１９７０～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　８
　ＥＸＯＥ：一ユ７４２２＋１１２２＊　ＥＸ（ １）

　　　　　（一４ ．５５）（８８ ．４８） ｉ＝１

　　　　　　Ｒ２：Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．１６

（３０７）
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帥　財 ・サ ービスの輸入と海外への要素所得（標本期問１９７０～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　８
　ＩＭＯＭ＝一１６４８ ．４＋１ ，１４２＊加Ｍ（ｉ）

　　　　　　（一３ ．５３）（６４ ．３３）　ｉ；１

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．６６

３　価格ブロッ ク

生産者価格指数

鯛　農林漁業（標本期問１９６６～１９８６）

　　Ｌｎ　ｌＰＸ（１）（１－ＲＶＵ（１））１＝５ ，５２３＋Ｏ ．６６１＊Ｌｎ（ＷＥＭ（１）／ＤＧＲ（１））

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７ ．１）（７ ．１３）

　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．３１２＊Ｌｎ（ＤＧＲ（１）／ＫＩＦ（１）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．４７）

　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．２５３＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．５７）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．５３

（５ｄ　鉱業（標本期問１９６６～１９８６）

　　 ＬｎｌＰＸ（２）（１－ＲＶＵ（２））ト５３４４＋０１６７＊Ｌｎ（ＷＥＭ（２）／ＤＧＲ（２））

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４ ．０）（１ ．１５）

　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．４９１＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊（ＩＲＬ／１００）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ ．２１）

　　　　　　　　　　　　　　　　 ＊ＫＩＦ（２）．１；／ＤＧＲ（２）］十０ ，３０９＊Ｌｎ（ＤＧＲ（２）／ＫＩＦ（２）＿１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．２０）

　　　　　　　　　　　　　　　　十０ ，２２５＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．０６）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９３　　　ＤＷ＝１ ．４７

　帥　軽工業（標本期問１９６８～１９８６）

　　 ＬｎｌＰＸ（３）（１－ＲＶＵ（３））１＝５０７９＋１００４＊Ｌｎ（ＷＥＭ（３）／ＤＧＲ（３））

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６ ．６）（１１ ．８）

　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．２５５＊Ｌｎ（ＤＧＲ（３）＿１／ＫＩＦ（３）＿２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．９３）

　　　　　　　　ＲＨＯ＝０ ．７６　Ｒ２＝Ｏ ．９９　ＤＷ＝１ ．５８

　鯛　重工業（素材型１）（標本期間１９６８～１９８６）

　　 ＬｎｌＰＸ（４）（１－ＲＶＵ（４））１＝５１４０＋０５６０＊Ｌｎ（ＷＥＭ（４）／ＤＧＲ（４））

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０ ．Ｏ）（１ ．８７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　十０ ，１６２＊Ｌｎ［（ＰＩＰ
＿１

／１００）＊（ＩＲＬ
＿１

／１００）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．７７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　＊ＫＩＦ（４）＿２１／ＤＧＲ（４）＿１］

　　　　　　　　ＲＨＯ＝０ ．５６　Ｒ２＝０ ．８６　ＤＷ＝１ ．７４

（３０８）
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（５９重工業（素材型２）（標本期問１９６６～１９８６）

　ＬｎｌＰＸ（５）（１－ＲＶＵ（５））ト５１２６＋０７０５＊Ｌｎ（ＷＥＭ（５）／ＤＧＲ（５））

　　　　　　　　　　　　　（９ ．９６）　（１ ．３２）

　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．１９５＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１ＯＯ）＊（ＩＲＬ／１００）

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．１８）

　　　　　　　　　　　　　　 ＊ＫＩＦ（５）一１１／ＤＧＲ（５）］

　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．３３５＊Ｌｎ（ＤＧＲ（５）／ＫＩＦ（５）一１ ））

　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．７２）

　　　　　　　　　　　　　　十０ ，０９０＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．４６）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９２　　　ＤＷ：１ ．０１

¢Ｏ　重工業（加工型）（標本期問１９６６～１９８６）

　ＬｎｌＰＸ（６）（１－ＲＶＵ（６））１＝４４９７＋０４８７＊Ｌｎ（ＷＥＭ（６）／ＤＧＲ（６））

　　　　　　　　　　　　　（５１ ．３）　（７ ．４０）

　　　　　　　　　　　　　　十０ ，１０７＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１００）＊（ＩＲＬ／１００）

　　　　　　　　　　　　　　（２ ．１６）

　　　　　　　　　　　　　　 ＊ＫＩＦ（６）一１１／ＤＧＲ（６）］

　　　　　　　　　　　　　　十０ ，２６０＊Ｌｎ（ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．３０）

　　　　　　　　　　　　　　一０ ，０４５＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　　（一２ ．６９）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９７　　　ＤＷ＝１ ．８２

価１）商業（標本期問１９６６～１９８６）

Ｌｎ１ＰＸ（７）（１－ＲＶＵ（７））；＝５２１６＋０６４５＊Ｌｎ（ＷＥＭ（７）／ＤＧＲ（７））

　　　　　　　　　　　　　（６７ ．８）（９ ．７１）

　　　　　　　　　　　　　　十０ ，１４７＊Ｌｎ［（ＰＩＰ／１００）

　　　　　　　　　　　　　　（４ ．０９）

　　　　　　　　　　　　　　＊（ＩＲＬ／１ＯＯ）＊ＫＩＦ（７）＿１；／ＤＧＲ（７）］

　　　　　　　　　　　　　　十０ ，１１９＊Ｌｎ（ＤＧＲ（７）／ＫＩＦ（７）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．２９）

　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．０２８＊ＤＭ（７９－８６）

　　　　　　　　　　　　　　（１ ．９９）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．２８

注）シミュレーシ ョンにおいて，農林魚業以外は価格決定方程式の雇用者のみ次の

　ようなコブ ・ダグラス生産関数から導出される就業者を利用した。なお，雇用者

　は主として就業者によっ て説明される雇用者関数から求められる 。

（３０９）
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＊生産関数

１）鉱業（標本期問１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＧＲ（２）／ＸＬ（２））＝２ ，２７３＋０ ，５６０＊Ｌｎ（ＫＩＦ（２）＿１／ＸＬ（２））

　　　　　　　　　　　（６ ．４１）（６ ．５６）

　　　　　　　　　　　　十０ ，１１６＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　　（１ ．６３）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９１　　　ＤＷ＝０ ，７５

２）軽工業（標本期問１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＧＲ（３）／ＸＬ（３））＝３ ，４７９＋０ ，２６９＊Ｌｎ（ＫＩＦ（３）一１／ＸＬ（３））十０ ，１２１＊ＴＩＭＥ

　　　　　　　　　　　（９ ．０３）（２ ．３６）　　　　　　　（１
．５９）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９６　　　ＤＷ＝１ ，３２

３）重工業（素材型１）（標本期問１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＧＲ（４）／ＸＬ（４））＝３ ，６１３＋０ ，４９８＊Ｌｎ（ＫＩＦ（４）＿１／ＸＬ（４））

　　　　　　　　　　　（１１ ．１７）（１０ ．３）

　　　　　　　　　　　　一０ ，５２２＊ＤＵＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　（一１ ．２３）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９３　　　ＤＷ＝１ ，３４

４）重工業（素材型２）（標本期問１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＧＲ（５）／ＸＬ（５））＝３ ，１５５＋Ｏ ．４７１＊Ｌｎ（ＫＩＦ（５）＿１／ＸＬ（５））

　　　　　　　　　　　（１７ ．０）（１２ ．７）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９１　　　ＤＷ＝１ ，０７

５）加工型（標本期問１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＧＲ（６）／ＸＬ（６））＝一３ ，２２７＋０ ，７４６＊Ｌｎ（ＫＩＦ（６）＿１１ＸＬ（６））

　　　　　　　　　　　（一２ ．１９）（３ ．７４）

　　　　　　　　　　　　十１ ，０７３＊Ｌｎ（ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）一１ ）十〇 ．０１８＊ＴＩＭＥ

　　　　　　　　　　　　（５．６１）　　　　　　　　（１
．３）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ，１２

６）商業（標本期間１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＧＲ（７）１ＸＬ（７））＝２２ ．１９＋０ ，４５４＊Ｌｎ（ＫＩＦ（７）＿１／ＸＬ（７））

　　　　　　　　　　　（２２ ．１６）（１４ ．７７）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９３　　　ＤＷ＝０ ．６５

輸出価格指数

価ａ農林漁業（標本期間１９６６～１９８６）

　Ｌｎ（ＰＥ（１））＝０ ，６４５＋０ ，４７１＊Ｌｎ（ＰＸ（１））十〇 ．３８７＊Ｌｎ（ＰＥ（１）＿１ ）

　　　　　　　（１ ．６８）（２ ．４２）　　　　（１ ．９９）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８２　　　ＤＷ＝１ ．６６

（３１０）
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鉱業 ：外生

　（６３）軽工業（標本期問１９６５～１９８６）

　Ｌｎ（ＰＥ（３））＝０２９９＋０４８２＊Ｌｎ（ＰＸ（３））十０４２１＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　（０ ．６１）　（７ ．５２）　　　　　　　　　　　（６ ．９５）

　　　　　　　　　　十０ ，１５０＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　（４ ．１９）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９５　　　ＤＷ＝１ ．９７

（６４　重工業（素材型１）（標本期問１９６５～１９８６）

　Ｌｎ（ＰＥ（４））＝一２ ．７１＋Ｏ ．６１６＊Ｌｎ（ＰＸ（４））十０ ，８９９＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　（一２ ．６７）（７ ．３７）　　　　　（５ ．２２）

　　　　　　　　　　十〇 ．３１３＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　（３ ．４７）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９１　　　ＤＷ＝１ ．７４

（６５）重工業（素材型２）（標本期問１９６５～１９８６）

　Ｌｎ（ＰＥ（５））＝一１４７７＋０９２６＊Ｌｎ（ＰＸ（５））十０３７２＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　（一１ ．２７）（５ ．９６）　　　　（２ ．５０）

　　　　　　　　　　十０ ，０９６＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　（１ ．１０）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８８　　　ＤＷ＝１ ．４１

（６ｄ　重工業（加工型）（標本期問１９６５～１９８６）

　Ｌｎ（ＰＥ（６））＝一１４９０＋１０２３＊Ｌｎ（ＰＸ（６））十０２７３＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　　（一３ ．０４）（１１ ．０５）　　　　（６ ．６７）

　　　　　　　　　　十〇 ．１１９＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　（３ ．９８）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９７　　　ＤＷ＝１ ．９３

例　総輸出価格デフレータ（標本期問１９７１～１９８６）

　（ＰＥ－ＰＥ
＿１

）／ＰＥ＿１＝一２１８１＋１１４０＊（ＲＰＥＰＸ－ＲＰＥＰＸ＿１
）／ＲＰＥＰＸ

＿１

　　　　　　　　　　　　　（一２ ．１７）　（９ ．７９）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．８６　　　ＤＷ１ ．９１

ここで

　ＲＰＥＰＸ＝（ＲＰＥ１＊ＰＸ１＋ＲＰＥ３＊ＰＸ３

　　　　　　　　＋ＲＰＥ４＊ＰＸ４＊ＲＰＥ５＊ＰＸ５＋ＲＰＥ６＊ＰＸ６）

　　　　　　　／（１－ＲＰＥ２－ＲＰＥ７－ＲＰＥ８）

綱財 ・サ ービス輸出と海外からの要素所得デフレータ（標本期間１９７０～１９８６）

　ＰＥＸＯＥ＝一１６０８＋１０２１＊ＰＥ

　　　　　　　（一１ ．０７）（５９ ．２）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝０ ．３７

（３１１）



６０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

６動卸売物価指数（標本期間１９７０～１９８６）

　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
　ＷＰＩ＝１２５４＋０９６０＊ 区ＷＤＧＮ（ １）＊ＰＸ（ １）十（１一　ＷＤＧＮ（ １））＊ＰＸ（８）１

　　　　（０ ．７６）　（５０ ．１７）　 ｉ＝１ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｉ＝１

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝０ ．９５

ケＯ消費者物価指数（標本期問１９７１籍１９８６）

　ＣＰＩ＝一２ ，９８５＋Ｏ ．４１７＊ＷＰＩ＋０ ，６６７＊ＣＰＩ－１

　　　（一１ ．７０）　（８ ．１１）　　　　　　（１８ ．１２）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝０ ．６８

帥　家計最終消費支出テフレータ（標本期問１９７１～１９８６）

　ＰＣＨ＝一０５８４＋０３７７＊Ｗ？Ｉ＋０６７９＊ＰＣＨ＿１

　　　　（一０ ．３６）　（７ ．５０）　　　　　　（１８ ．１５）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝０ ．６６

けａ民間最終消費支出デフレータ（標本期問１９７０～１９８６）

　ＰＣＥＰＩ＝一０１５８＋１００２＊ＰＣＨ

　　　　　（一２ ．８９）　（１６１９ ．１）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．００

け３民問住宅投資テフレータ（標本期問１９７１～１９１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　７　Ｌｎ（ＰＩＨ）＝一１ ，４７６＋Ｏ ．６６８ホＬｎ　ｌ　（ＲＩ（ｉ）＊ＰＸ（ｉ））１（１－ＲＩ（８））１

　　　　　　（一１ ．５４）　（２ ．１７）　　　　　 ｉ＝１

　　　　　　＋Ｏ ．６５６＊Ｌｎ（ＰＩＨ
－１ ）

　　　　　　　（５ ．８６）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９７　　　ＤＷ＝１ ．５３

榊　設備投資テフレータ（標本期間１９７１～１９８６）

　Ｌｎ（ＰＩＰ）＝一１ ，７２２

　　　　　（一５ ．１８）

　　　　　　　　　　　　　７
　　　　　　＋１ ，０３１＊Ｌｎ　ｌ　（ＲＩ（ｉ）＊ＰＸ（ｉ））／（１－ＲＩ（８））１＋０ ，３４２＊Ｌｎ（ＰＩＰ

＿１ ）

　　　　　　（７ ．６３）　　　　　 ｉ；１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．７４）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．３１

閥　財 ・サービスの輸入と海外への要素所得デフレータ（標本期問１９７０～１９８６）

　ＰＩＭＯＭ＝１ ，６３９＋０ ，９９２＊ＰＩＭ

　　　　　（２ ．５５）（１１２ ．６）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝Ｏ ．６１

けｄ　国民総支出デフレーター

　ＰＧＮＥ＝ＧＮＥ／ＲＧＮＥ＊１００

（３１２）
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４　付加価値ブロッ ク

（７カ～（８３）中間投入額（ｉ＝１～７）

　　ＶＵ（ｉ）＝ＲＶＵ（ｉ）＊ＤＧＮ（ｉ）

一人当たり雇用者所得

（８ゆ　農林漁業（標本期問１９６５～１９８６）

　　Ｌｎ（Ｗ（１））＝０ ，２２９＋Ｏ ．７８５＊Ｌｎ（ＷＥＩ５＊Ｗ（５）

　　　　　　　　　（１ ．０６）　（１０ ．９６）

　　　　　　　　　　十（１－ ＷＥＩ５）＊Ｗ（６））十０１１２＊Ｌｎ［（ＤＧＲ（１）／ＥＭ（１））／１ＷＥＩ５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１２１）

　　　　　　　　　　＊ＤＧＲ（５）／ＥＭ（５）

　　　　　　　　　　十（１－ ＷＥＩ５）＊ＤＧＲ（６）／ＥＭ（６）ｌ１

　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝Ｏ ．９９

（８う　鉱業（標本期問１９６５～１９８６）

　　Ｌｎ（Ｗ（２））＝０７８１＋０８０５＊Ｌｎ（ＷＥＩ５＊Ｗ（５）十（１－ ＷＥＩ５）＊Ｗ（６））
　　　　　　　　　 （５１１９）（２ｉ

．９７）

　　　　　　　　　　十０８７４＊Ｌｎ［（ＤＧＲ（２）／ＥＭ（２））／１ＷＥＩ５＊ＤＧＲ（５）／ＥＭ（５）

　　　　　　　　　　 （４１９３）

　　　　　　　　　　十（１－ ＷＥＩ５）＊ＤＧＲ（６）／ＥＭ（６）ｌ１

　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ：Ｏ ．９０

鮒　軽工業（標本期間１９６５～１９８６）

　　Ｌｎ（Ｗ（３））＝一０２５１＋０９９８＊Ｌｎ（ＷＥＩ５＊Ｗ（５）十（１－ ＷＥＩ５）＊Ｗ（６））

　　　　　　　　　 （＿６１５１）（４五
．２６）

　　　　　　　　　　十００６６＊Ｌｎ［（ＤＧＲ（３）／ＥＭ（３））／１ＷＥＩ５＊ＤＧＲ（５）／ＥＭ（５）

　　　　　　　　　　 （Ｏ１７２）

　　　　　　　　　　十（１－ ＷＥＩ５）＊ＤＧＲ（６）／ＥＭ（６）ｌ１

　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．４１

酬　重工業（素材型１）（標本期問１９６５～１９８６）

　　Ｌｎ（Ｗ（４））＝０１６２＋１００６＊Ｌｎ（ＷＥＩ５＊Ｗ（５）十（１－ ＷＥＩ５）＊Ｗ（６））

　　　　　　　　　 （Ｏ１６４）（４ｉ
．８３）

　　　　　　　　　　十〇 ．１０３＊Ｌｎ［（ＤＧＲ（４）／ＥＭ（４））／１ＷＥＩ５＊ＤＧＲ（５）／ＥＭ（５）

　　　　　　　　　　（Ｏ ．６８）

　　　　　　　　　　十（１－ ＷＥＩ５）＊ＤＧＲ（６）／ＥＭ（６）ｌ１

　　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ：Ｏ ．８３

　（８８）重工業（素材型２）（標本期問１９７１～１９８６）

　　Ｌｎ（Ｗ（５））＝一２ ，９３４＋１ ，０７６＊Ｌｎ（ＣＰＩ－１ ）十〇 ．２２５＊Ｌｎ（ＤＧＲ（５）／ＥＭ（５））

　　　　　　　　　（一４ ．６６）（１７ ．３５）　　　　（１ ．６４）

　　　　　　　　　　十０１１７＊ＥＬＤＳ －１
＋０１８９＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　　　　（２ ．９５）　　　　（５ ．５９）

　　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．６８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１３）



６２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

鮒　重工業（加工型）（標本期問１９７１～１９８６）

　Ｌｎ（Ｗ（６））＝一２ ，２１９＋１ ，０３４＊Ｌｎ（ＣＰＩ－１ ）十〇 ．１４７＊Ｌｎ（ＤＧＲ（６）／ＥＭ（６））

　　　　　　　（一１０ ．９）（１０ ．４）　　　　（１ ．７４）

　　　　　　　十０ ，０５７＊ＥＬＤＳ－１ ＋０ ，２４０＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　（１ ．５８）　　　（６ ．７５）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ：２ ．７１

◎Ｏ商業（標本期間１９６５～１９８６）

　Ｌｎ（Ｗ（７））＝一１１９３＋０７７９＊Ｌｎ（ＷＥＩ５＊Ｗ（５）十（１－ ＷＥＩ５）＊Ｗ（６））

　　　　　　　（一２ ．５２）　（９ ．０９）

　　　　　　　十０ ，３７４＊Ｌｎ（（ＤＧＲ（７）／ＥＭ（７））十０ ，１２１＊ＤＭ（７３－８６）

　　　　　　　　（２．２０）　　　　　　　　（２ ．２２）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝０ ．８３

帥～帥　雇用者所得（ｉ＝１～７）

　ＷＥＭ（ｉ）＝ＥＭ（ｉ）＊Ｗ（ｉ）

Ｑ８　雇用者所得総額

　ＷＥＭ＝ＷＥＭ（１）十ＷＥＭ（２）十ＷＥＭ（３）十ＷＥＭ（４）十ＷＥＭ（５）十ＷＥＭ（６）

　　　　　　十ＷＥＭ（７）十ＷＥＭ（８）

◎９家計の受取（営業余剰）（標本期間１９７０～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　７
　ＢＳＰＨ＝一３１２６ ．８＋１ ，００８＊　ＢＳＰ（ｉ）

　　　　（一１ ．８７）（１９ ．３） ｉ＝１

　　　　　　Ｒ２ヒ０ ．９６　　　ＤＷ＝１ ．３３

Ｃ００家計の受取（雇用者所得十財産所得）（標本期問１９７０～１９８６）

　ＷＥＭ＋ＹＴＲＨ＝一１０５０２７＋０９６６＊ＷＥＭ＋０１３７＊ＧＮＥ＋７２３１＊ＩＲＬ

　　　　　　　　　（一２ ．４２）　（５ ．８４）　　　（１ ．４）　　　（１ ．２８）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．０３

ｑＯ）家計の直接税（標本期間１９７０～１９８６）

　Ｌｎ（ＴＡＸＨ）＝一５４５８＋１２３０＊Ｌｎ（ＷＥＭ＋ＹＴＲＨ＋ＢＳＰＨ）

　　　　　　　（一９ ．９７）（２６ ．８）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９８　　　ＤＷ＝０ ．４５

¢０２家計可処分所得

ＹＤＨ＝ＷＥＭ＋ＹＴＲＨ＋ＢＳＰＨ＋ＳＳＴＨ－ＴＡＸＨ－ＯＰＨ

固定資本減耗

ｑ０３農林漁業（標本期問１９６６～１９８６）

　ＤＰ（１）＝３６７ ．３２＋Ｏ ．０２６＊（ＰＩＰ／１００）＊ＫＩＦ（１）

　　　　（１０ ．４２）　（３１ ．７０）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９８　　　ＤＷ＝１ ．０７

ｑＯゆ鉱業（標本期間１９７１～１９８６）

　ＤＰ（２）＝６９ ．６２＋０ ，０９７＊（ＰＩＰ／１００）＊ＫＩＦ（２）十１１９ ．２５＊ＤＭ（７３－７４）

　　　　　（３ ．９４）（８ ．３２）　　　　　　　　（５ ．０６）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８０　　　ＤＷ＝１ ．１７

（３１４）



　　海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）６３

蝸　軽工業（標本期問１９７１～１９８６）

　ＤＰ（３）＝５０８ ．４７＋Ｏ ．０５５＊（ＰＩＰ／１００）＊ＫＩＦ（３）十３００ ．３６＊ＤＭ（７３－７４）

　　　　　　　（７ ．３６）（３２ ．４３）　　　　　　　　（４ ．０３）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ：１ ．４４

蝸　重工業（素材型１）（標本期間１９７１～１９８６）

　ＤＰ（４）＝一１４９ ．４５＋Ｏ ．０７５＊（ＰＩＰ／！００）＊ＫＩＦ（４）十３９９ ．７２＊ＤＭ（７１－７４）

　　　　　　（一２ ．３０）　（２４ ．８９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８ ．５３）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．６６

ｍ　重工業（素材型２）（標本期間１９７０～１９８６）

　ＤＰ（５）＝４１６ ．２３＋Ｏ ．０５１＊（ＰＩＰ／１００）＊ＫＩＦ（５）十２７２ ．４２＊ＤＭ（７３－７４）

　　　　　　（７ ．９６）　（２６ ．５７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．４４）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９８　　　ＤＷ：１ ．７５

ｑ０８重工業（加工型）（標本期間１９７１～１９８６）

　ＤＰ（６）＝一１０１３ ．６＋Ｏ ．１２６＊（ＰＩＰ／１００）＊ＫＩＦ（６）十１０６６ ．９＊ＤＭ（７１－７４）

　　　　　　（一８ ．３７）　　（３７ ．９０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９ ．８８）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．０２

征０９商業（標本期問１９７１～！９８６）

　ＤＰ（７）＝５７ ．０３＋Ｏ ．０６２＊（ＰＩＰ／ｌＯＯ）＊ＫＩＦ（７）十２４３ ．１６＊ＤＭ（７１－７４）

　　　　　　（Ｏ ．６７）（２７ ．ＯＯ）　　　　　　　　（３ ．１５）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　　Ｄ＝２ ．３３

ｑ１トｑ１６営業余剰（ｉ：１～７）

　ＢＳＰ（ １）：ＤＧＮ（ １）一ＶＵ（ １）一ＤＰ（ １）一ＸＩＴ（ １）一 ＷＥＭ（
１）

５　労働ブロッ ク

就業者数

ｑ１カ農林漁業（標本期間１９６７～１９８６）

　　ＸＬ（１）／ＫＩＦ（１）一１＝一〇 ．Ｏ０２＋０ ，０２６＊ＤＧＲ（１）／ＫＩＦ（１）一１

　　　　　　　　　　　　　（一１ ．３０）　（２ ．７３）

　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．５０８＊ＸＬ（１）一１／ＫＩＦ１（一１）＿２

　　　　　　　　　　　　　　（４ ．６０）

　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９０　　　ＤＷ＝２ ．４０

岨８鉱業（標本期間１９６７～１９８６）

　　ＸＬ（２）／ＫＩＦ（２）一１＝Ｏ ．ＯＯ０５＋Ｏ ．Ｏ０２＊ＤＧＲ（２）／ＫＩＦ（２）一１

　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．２９）（１ ．０７）

　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．ｏ０３＊Ｗ（２）一１／ＰＸ（２）一１ ＋ｏ ．７２４＊ＸＬ（２）一１／ＫＩＦ（２）一２

　　　　　　　　　　　　　（一８ ．８２）　　　　　　　　　　　　　　　　（７ ．９６）

　　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９６　　　ＤＷ ＝２ ．１９

（３１５）



６４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

¢１９軽工業（標本期問１９６７～１９８６）

　ＸＬ（３）／ＫＩＦ（３）＿１＝０ ，００４＋０ ，００５＊ＤＧＲ（３）／ＫＩＦ（３）＿１

　　　　　　　　　　（１ ．７３）　（４ ．７７）

　　　　　　　　　　　一〇 ．０２０＊Ｗ（３）／ＰＸ（３）十０ ，４８３＊ＸＬ（３）一１／ＫＩＦ（３）一２

　　　　　　　　　　（一３ ．３２）　　　　　（７ ．５７）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．５２

¢２０重工業（素材型１）（標本期間１９６７～１９８６）

　ＸＬ（４）／ＫＩＦ（４）＿１：一０ ．００００２＋ｏ ．００１＊ＤＧＲ（４）／ＫＩＦ（４）＿１

　　　　　　　　　　（一０ ．０６）　　　（２ ．１５）

　　　　　　　　　　　一０ ．Ｏ０１＊Ｗ（４）／ＰＸ（４）十０ ，６０３＊ＸＬ（４）一１／ＫＩＦ（４）一２

　　　　　　　　　　（一１ ．２１）　　　　　（６ ．３１）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．２７

¢刎　重工業（素材型２）（標本期問１９６７～１９８６）

　ＸＬ（５）／ＫＩＦ（５）＿１＝一０ ．００００５＋０ ，００１＊ＤＧＲ（５）／ＫＩＦ（５）一１

　　　　　　　　　　（一０ ．０８）　　　（４ ．６３）

　　　　　　　　　　　一０ ，００１＊Ｗ（５）／ＰＸ（５）十０ ，６５３＊ＸＬ（５）一１／ＫＩＦ（５）一２

　　　　　　　　　　（一〇 ．６９）　　　　　（２５ ．７）

　　　　　　　　　　　十０ ．０００３＊ＤＭ（７３－７４）

　　　　　　　　　　　（２ ．６８）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝０ ．７７

¢助　重工業（加工型）（標本期間１９６７～１９８６）

　ＸＬ（６）／ＫＩＦ（６）＿１＝Ｏ ．００５＋０ ，００４＊ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）＿１

　　　　　　　　　　（２ ．３６）　（４ ．８４）

　　　　　　　　　　　一〇 ．０２３＊Ｗ（６）一１／ＰＸ（６）一１ ＋Ｏ ．５５０＊ＸＬ（６）一１／ＫＩＦ（６）一２

　　　　　　　　　　（一４ ．９８）　　　　　　　　　　　　　　　（８ ．９３）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．９４

峨　商業（標本期問１９７０～８６）

　ＸＬ（７）＝一１１２１ ．２＋６８５４ ．９＊ＷＤＧＮ（７）十０ ，２５８＊ＸＬＳＵ

　　　　　（一９ ．８４）　　　（６ ．８８）　　　　　　　　　　　　　（２２ ．５３）

　　　　　　Ｒ２：０ ．９８　　　ＤＷ＝１ ．３０

雇用者数

¢２ゆ農林漁業（標本期問１９７１～８６）

　ＥＭ（１）＝０ ，００７＊ＸＬ（１）十０ ，９５４＊ＥＭ１（１）一１

　　　　　（１ ．６１）　　　　　　　　（２５ ．５８）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８７　　　ＤＷ＝２ ．５７

蝸　鉱業（標本期問１９７０～８６）

　ＥＭ（２）＝一０ ，１７４＋０ ，９６３＊ＸＬ（２）十〇 ．００８＊ＴＩＭＥ

　　　　　（一０ ．７０）　（８７ ．４）　　　　　　　　（１ ．００）

Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．７６

（３１６）



海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）６５

ｑ２ｅ軽工業（標本期問１９７０～８６）

　ＥＭ（３）＝６０ ．７９＋Ｏ ．７０２＊ＸＬ（３）十１ ，７３３＊ＴＩＭＥ

　　　　　　（Ｏ ．５８）（４ ．９８）　　　　　　　（３ ．１０）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．６！　　　ＤＷ＝Ｏ ．４２

¢２つ重工業（素材型１）（標本期問１９７０～８６）

　ＥＭ（４）＝Ｏ ．２５６＋Ｏ ．９８５＊ＸＬ（４）十〇 ．Ｏ０７＊ＴＩＭＥ

　　　　　　（Ｏ ．５５）　（１３７ ．３）　　　　　　（１ ．０７）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝Ｏ ．７８

ｑ２８重工業（素材型２）（標本期間１９７０～８６）

　ＥＭ（５）＝１ ，０５５＋Ｏ ．８７８＊ＸＬ（５）一〇 ．２０３＊ＴＩＭＥ

　　　　　　（Ｏ ．１５）　（２５ ．１）　　　　　（一２ ．６９）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．１７

ｑ２９加工型（標本期問１９７０～８６）

　ＥＭ（６）＝一１０ ．６０＋Ｏ ．９５４＊ＸＬ（６）一〇 ．３３１＊ＴＩＭＥ

　　　　　　（一１ ．８９）　（７７ ．６）　　　　　　（一３ ．５７）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ ＝１ ．９７

Ｇ３０商業（標本期問１９７０～８６）

　ＥＭ（７）：１０２ ．６＋Ｏ ．５７２＊ＸＬ（７）十７ ，６９８＊ＴＩＭＥ

　　　　　　（１ ．０８）　（５ ．２６）　　　　　　　　（７ ．７０）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝Ｏ ．９６

ｑ３Ｄ就業者合計（標本期問１９７０～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　８
　ＸＬＳＵ＝一１２０８９＋１２４９＊　ＸＬ（１ ）

　　　　　（一４ ．１７）　　（２２ ．９）　ｉ呈１

　　　　　　　Ｒ２：Ｏ ．９７　　　ＤＷ＝２ ．０６

醐　有効求人倍率（標本期問１９７１～８６）

　ＥＬＤＳ＝一１２５３０＋１３２１０＊（ＸＬＳＵ／ＬＳ）

　　　　　（一１ ．７２）　（１ ．７５）

　　　　　　十０４３６＊ＥＬＤＳ（一１）十０７４０＊ＤＭ（７３）一０３４５ＤＭ（７５）

　　　　　　　（４ ．２１）　　　　　　　　　　　（７ ．６５）　　　　　　　（一３ ．７８）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９４　　　ＤＷ＝１ ．５７

蝸　労働力人口（標本期問１９７０～８６）

　ＬＳ＝一３９２ ．１７＋Ｏ ．１０１＊ＮＲＢＴ＋Ｏ ．９３＊ＸＬＳＵ

　　　（一６ ．４４）　　（４ ．６７）　　　　　　　　（２１ ．７）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝１ ．４５

国際経済部門
１． 直接投資

　１－１　現地子会社固定資本ストッ ク（名目 ，年度）

（３１７）



６６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

峨　農林漁業（ドル建て）（標本期間１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＫ（１）＿１ ）一Ｌｎ（ＤＩＫ（１）＿１ ）＝一〇 ．３４０＋１ ，９７１＊Ｌｎ（（ＤＧＮ（１）＿１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．９３）　（３ ．５０）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十ＩＭ（１）一１ ）／ＤＧＮ（１）一１ ）一０ ，４６７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一５ ．０７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊Ｌｎ（ＰＩＭ（１）一１／ＰＸ（１）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一０ ，１１８＊ＤＭ（８１－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１１ ．０８）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．９１　　　ＤＷ＝２ ．０９

蝸　鉱業（トル建て）（標本期問１９７５～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＫ（２））一Ｌｎ（ＤＩＫ（２）＿１ ）＝１ ，８７１＋０ ，１５８＊Ｌｎ（ＤＩＳ（２）＿１／ＤＩＫ（２）一２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．８６）　（３ ．３２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十０ ，１４０＊Ｌｎ（ＰＩＭ（２）一１／ＰＸ（２）一１ ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．０３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一０ ，１８８＊Ｌｎ（ＤＩＫ（２）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一４ ．１４）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８５　　　ＤＷ＝２ ．５４

ｑ鉤　軽工業（トル建て）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＫ（３））一Ｌｎ（ＤＩＫ（３）＿１ ）＝６ ，４０６＋Ｏ ．２０８＊Ｌｎ（ＤＩＳ（３）＿１ ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．７７）　（２ ．３５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十０７５６＊Ｌｎ｛ＰＥ（３）／（ＷＰＥ（３）＊ＥＸＲ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．８９）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．５６１＊Ｌｎ（ＤＩＫ（３）一１ ）十０ ，１４７＊ＤＭ（８１－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一６ ．１２）　　　　　（１ ．８８）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８５　　　ＤＷ＝２ ．３９

Ｃ３つ重工業（素材型１）（トル建て）（標本期問１９７５～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＫ（４）一Ｌｎ（ＤＩＫ（４）一１ ）＝１ ，０４７－Ｏ ．４２１

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．６５）（一３ ．２４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊Ｌｎ｛（ＤＧＲ（４）／ＫＩＦ（４）一１ ）／（ＤＩＳ（４）／ＤＩＫ（４）＿１ ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　一０ ，０８８＊Ｌｎ（ＤＩＫ（４）＿１ ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．６５）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．６６　　　ＤＷ＝２ ．２０

峨　重工業（素材型２）（ドル建て）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＫ（５）一Ｌｎ（ＤＩＫ（５）＿１ ）＝６ ，８８３＋０ ，１０９

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．３９）（１ ．５６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊Ｌｎ｛（ＤＩＲ（５）／ＤＩＳ（５））／（ＢＳＰ（５）／ＤＧＮ（５））｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　一０８４１＊Ｌｎ（ＥＸＲ＿１
）一０２５７＊Ｌｎ（ＤＩＫ（５）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．８９）　　　　　　　　　　　（一３ ．９３）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．７４　　　ＤＷ＝２ ．２５

（３１８）



　　海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）６７

ｑ３９重工業（加工型）（ドル建て）（標本期間１９７５～８６）

　Ｌｎ（ＤＩＫ（６）一Ｌｎ（ＤＩＫ（６）一１ ）＝２２６９＋０３７２＊Ｌｎ｛ＰＥ（６）／（ＷＰＥ（６）＊ＥＸＲ）１

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．３２）　（２ ．０６）

　　　　　　　　　　　　　　　 一〇 ．４７８＊Ｌｎ（ＤＧＲ（６）／ＫＩＦ（６）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．４５）

　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．１３６＊ＤＭ（８４－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．９３）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．８３　　　ＤＷ＝１ ．５４

¢４０商業（ドル建て）（標本期間１９７４～８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６　Ｌｎ（ＤＩＫ（７）一Ｌｎ（ＤＩＫ（７）一１ ）＝１０５４＋１０６７＊Ｌｎ咽（ＥＸ（１）／ＥＸＲ＋ＩＭ（１）／ＥＸＲ）｝

　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．４８）（２ ．３７）　　 ｉ＝１

　　　　　　　　　　　　　　　＋Ｏ ．７１３＊ＤＭ（８１－８６）

　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．７７）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．８５　　　ＤＷ＝１ ．５４

１－２　直接投資資本の流出額（国際収支べ 一ス ，名目 ，ドル建て，暦年）

０４カ　日本からの直接投資資本の流出額（標本期問１９７４～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
　Ｌｎ（ＴＤＩＦＪ）＝一２ ，２７０＋０ ，８３３＊Ｌｎ｛　（ＤＩＫ（ｉ）＊ＰＲ（ｉ）一　ＤＩＫ（ｉ）．１ ＊ＰＲ（ｉ）．１ ）｝

　　　　　　　（一１ ．４０）　（２ ．２７）　　　　　 ｉ＝１ 　　　　　　　　　　　　　　 ｉ＝１

　　　　　　　＋０ ，４６８＊Ｌｎ（ＴＤＩＦＪ＿１ ）

　　　　　　　　（１ ．３７）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．７７　　　ＤＷ＝２ ．４２

２　海外子会杜の現地生産

　２－１　海外子会杜の売上（年度）

ｑ４２農林漁業（ドル建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　　Ｌｎ（ＤＩＳ（１））＝一２９３９０＋２０５９＊Ｌｎ（ＷＥＲ（１））十２１８３＊Ｌｎ（ＤＩＫ（１）一１ ）

　　　　　　　　（一２ ．２５）　　（１ ．４４）　　　　　　　　　　　　　　（２ ．２２）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．６４　　　ＤＷ＝２ ．６１

蝸　鉱業（ドル建て，名目）（標本期間１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＳ（２））＝Ｏ ．９６７＋５ ，４７４＊（ＤＩＲ（２）／ＤＩＫ（２）一１ ）十〇 ．８０８＊Ｌｎ（ＤＩＫ（２）一１ ）

　　　　　　　　（０ ．６７）（２ ．０３）　　　　　　　　（４ ．７９）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．６４　　　ＤＷ＝２ ．６１

Ｑ４ゆ軽工業（ドル建て ，名目）（標本期問１９７５～８６）

　Ｌｎ（ＤＩＳ（３））＝一１４ ，５４３＋１ ，３６２＊Ｌｎ（ＷＥＲ（３）一１ ）十２ ，４２６＊（ＤＩＲ（３）一１／ＤＩＫ（３）一２）

　　　　　　　　（一２ ．６３）　　（２ ．４３）　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．０６）

　　　　　　　　十〇 ．７７３＊Ｌｎ（ＤＩＫ（３）一１ ）

　　　　　　　　　（３ ．５７）

　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８６　　　ＤＷ＝２ ．２０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１９）



６８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

ｑ４５重工業（素材型１）（ドル建て ，名目）（標本期問１９７５～８６）

　Ｌｎ（ＤＩＳ（４））＝一２６ ，０８１＋２ ，３８１＊Ｌｎ（ＷＥＲ（４））十３ ，４６３＊（ＤＩＲ（４）一１ ／ＤＩＫ（４）一１ ）

　　　　　　　（一５ ．６５）（７ ．３７）　　　　　（１ ．１０）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８３　　　ＤＷ＝２ ．１８

ｑ４６重工業（素材型２）（ドル建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＳ（５））＝一７ ，１５３＋０ ，９３４＊Ｌｎ（ＷＥＲ（５））十３ ，１０３＊（ＤＩＲ（５）／ＤＩＫ（５）一１ ）

　　　　　　　（一１ ．６２）（２ ．２５）　　　　　（３ ．３１）

　　　　　　　　十０ ，６１２＊Ｌｎ（ＤＩＫ（５）一１ ）十０ ，９１３＊ＤＭ（７５）

　　　　　　　　（３ ．６６）　　　　　　（３ ．９７）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．６９　　　ＤＷ：２ ．０１

ｑ４つ重工業（加工型）（トル建て，名目）（標本期間１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＤＩＳ（６））＝一３６３２０＋３３５０＊Ｌｎ（ＷＥＲ（６）一１ ）十０４５３＊Ｌｎ（ＤＩＳ（６）一１ ）

　　　　　　　（一２ ．０２）（２ ．０６）　　　　　　（１ ．７２）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９１　　　ＤＷ＝２ ．４０

¢４８商業（トル建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　６　Ｌｎ（ＤＩＳ（７））＝一３０ ，５２９＋２ ，５３０＊Ｌｎ（　ＷＥＲ（ｉ）＿１ ）十０ ，６１０＊Ｌｎ（ＤＩＳ（７）＿１ ）

　　　　　　　（一２ ．０１）（２ ．７３）　　
ｉ＝１

　　　（４
．３８）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．９０　　　ＤＷ＝２ ．６７

２－ ２　海外子会社の現地販売，第三国への輸出（ｉ＝３～６）

ｑ４ト峨　海外子会社の現地販売十第三国への輸出（年度，名目 ，

　ＤＩＳＬＲ（１）＝ＤＩＳ（１）一ＤＩＳＪ（ １）

峨～ｑ５６海外子会杜の現地販売十第三国への輸出（暦年，名目 ，

　ＣＤＩＳＬＲ（１）＝（ＤＩＳＬＲ（１）＿１ ＋３＊ＤＩＳＬＲ（１））／４

ドル建て）

ドル建て）

２－３　海外子会社の投入額（ｉ＝３～６）

¢５ト¢６０海外子会社の投入額（ドル建て，名目 ，年度）

　ＤＩＳＩ（ｉ）＝ＲＤＩＳＩ（ｉ）＊ＤＩＳ（ｉ）

２－ ４　海外子会社のの調達額（ｉ＝３～６）

¢６ト¢６ゆ海外子会社の当該国または第三国からの調達（ドル建て，名目 ，年度）

　ＲＳＩＬＲ（１）＝ＤＩＳＩ（１）一ＲＳＩＪ（ １）

３． 輸

　３－１

出

総輸出額（暦年）

農林漁業（円建て，実質） ：外生

鉱業（円建て，実質） ：外生

（３２０）



　　海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）６９

蝸　軽工業（円建て ，実質）（標本期間１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＥＸ（３）一ＣＲＳＩＪ（３））＝一７ ，６８７＋Ｏ ．４３７＊Ｌｎ（ＷＥＲ（３）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．９５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一１１５６＊ＬｎｌＰＥ（３）／（ＷＰＥ（３）＊ＥＸＲ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．３９）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一０１００＊Ｌｎ｛（ＣＤＩＳＬＲ（３）／ＷＰＥ（３）＊１００）／ＷＥＲ（３）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一〇１６８）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．６８８＊Ｌｎ（ＲＥＸ（３）＿１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．３２）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９２　　　ＤＷ＝２ ．６９

蝸　重工業（素材型１）（円建て，実質）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＥＸ（４）一ＣＲＳＩＪ（４））＝一６５７６＋０８６２＊Ｌｎ（ＷＥＲ（４）一１ ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＿２１８３）（６

．０４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一１１０６＊ＬｎｌＰＥ（４）一１／（ＷＰＥ（４）一１ ＊ＥＸＲ－１

）／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一４ ．８４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一〇０３６＊Ｌｎ｛（ＣＤＩＳＬＲ（４）／ＷＰＥ（４）＊１００）／ＷＥＲ（４）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一〇 ．６４）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８９　　　ＤＷ＝１ ．２５

■帥　重工業（素材型２）（円建て，実質）（標本期問１９７４～８６）

　Ｌｎ（ＲＥＸ（５）一ＣＲＳＩＪ（５））＝一〇 ．２３０＋Ｏ ．２５５＊Ｌｎ（ＷＥＲ（５））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一〇 ．０８）　（１ ．９９）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一０６０８＊Ｌｎ（ＰＥ（５）／（ＷＰＥ（５）＊ＥＸＲ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一３１８１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一０１５１＊Ｌｎｌ（ＣＤＩＳＬＲ（５）／ＷＰＥ（５）＊１００）／ＷＥＲ（５）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．４６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十０３５７＊Ｌｎ（ＲＥＸ（５）＿１ ）

　　　　　　　　Ｒ２：Ｏ ．７４　　　ＤＷ＝１ ．７５

峨　重工業（加工型）（円建て ，実質）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＥＸ（６））＝一６９８－１４６１＊ＬｎｌＰＥ（６）一１／（ＷＰＥ（６）一１ ＊ＥＸＲ －１

）｝

　　　　　　　　　　 （一３１２９）（二４
．６０）

　　　　　　　　　　　十１ ，０１０＊Ｌｎ（ＣＲＳＩＪ（６））一１ ，０１３

　　　　　　　　　　　　（７ ．６９）　　　　　（一５ ．３９）

　　　　　　　　　　　＊Ｌｎ｛（ＣＤＩＳＬＲ（６）／ＷＰＥ（６）＊１００）／ＷＥＲ（６）／

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．３８

ｑ６９商業（円建て ，名目）（標本期間１９７４～８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６
　Ｌｎ（ＥＸ（７））＝一７ ，７６６＋Ｏ ．９４７＊Ｌｎ に（ＥＸ（ｉ）十ＩＭ（ｉ））十〇 ．５１８＊Ｌｎ（ＥＸ（７）一１ ）

　　　　　　　　　（一２ ．８６）　（３ ．１０）　　　　　 ｉ＝１　　　　　　　　　　　　　（３ ．４４）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．８９　　　ＤＷ＝１ ．６５

ｑ７ト胴　名目輸出額（ｉ＝３～６）

　ＥＸ（ｉ）＝ＲＥＸ（ｉ）＊ＰＥ（ｉ）／！００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２１）



７０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

３－ ２　海外子会社の総投入額に占める日本からの調達比率（％）（年度）

　　　農林漁業 ：外生

　　　鉱業 ：外生

ｑ７ゆ軽工業（標本期問１９７５～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（３））＝一４２１１＋１１０３＊Ｌｎ（ＥＸＲ
＿１

）十０４３０＊Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（３）．１ ）
　　　　　　　　（一２ ．７０）（４ ．３５）　　　　（２ ．９３）

　　　　　　　　　 一０ ，７９８＊ＤＭ（７６）十〇 ．４６３＊ＤＭ（８６）

　　　　　　　　（一６ ．６６）　　　（４ ．９３）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８６　　　ＤＷ：２ ．５１

ｑ７５重工業（素材型１）（標本期問１９７５～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（４））＝一２５３４＋００９３＊（ＤＩＳ（４）．１／ＤＩＳ（４）．２）十０６７２＊Ｌｎ（ＥＸＲ）

　　　　　　　　 （一１ ．７９）（１ ．０３） 　　　　　
（２１１２）

　　　　　　　　　十０ ，６１３＊Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（４）＿１ ）

　　　　　　　　　（３ ．５０）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８１　　　ＤＷ＝１ ．８８

¢７６重工業（素材型２）（標本期間１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（５））＝一２７９４＋０９０７＊Ｌｎ（ＥＸＲ
．１

）十０３８４＊Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（５）．１ ）

　　　　　　　　（一１ ．２１）（１ ．９９）　　　　（２ ．３１）

　　　　　　　　　一０ ，８６８＊ＤＭ（７７）十０ ，７７９＊ＤＭ（７８）

　　　　　　　　（一４．７６）　　　（３ ．５０）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８１　　　ＤＷ＝１ ．７４

岬重工業（加工型）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（６））＝１００７＋０３８８＊Ｌｎ（ＥＸＲ １）十００３１＊Ｌｎ（ＤＩＳ（６）．１ ）
　　　　　　　　（０ ．９９）（２ ．６９）　　　　（１ ．２０）

　　　　　　　　　十０ ，２３６＊Ｌｎ（ＲＲＳＩＪ（６）＿１ ）

　　　　　　　　　（１ ．９１）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．３８　　　ＤＷ＝１ ．２０

　　　商業 ：外生

３－ ３　海外子会社の日本からの輸入（ｉ＝３～６）

ｑ７ト¢８¢海外子会社の日本からの輸入（年度，ドル建て，名目）

　ＲＳＩＪ（１）＝（ＲＲＳＩＪ（１）／１００）＊ＤＩＳＩ（ １）

¢８ト蝸　海外子会社の日本からの輸入（暦年，円建て ，実質）

　ＣＲＳＩＪ（１）＝［｛（ＲＳＩＪ（１）一１ ＊ＥＸＲ＿１ ＋３＊ＲＳＩＪ（１）＊ＥＸＲ）／１０００｝／（ＰＥ（１）／１００）】／４

４　輸　入

　４ －１　総輸入額（暦年）

ｑ酌　農林漁業（円建て，実質）（標本期間１９７１～１９８６）

（３２２）



　　海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）７１

　Ｌｎ（ＲＩＭ（１））＝一４ ，４３２＋Ｏ ．８４１＊Ｌｎ（ＲＩＭ（１）十ＤＧＲ（１））十〇 ．５２５＊Ｌｎ（ＲＩＭ（１）一１ ）

　　　　　　　　　　（一１ ．４０）　（２ ．２６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．５２）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．７１　　　ＤＷ＝２ ．５７

ｑ肋　鉱業（円建て ，実質）（標本期問１９７１～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＩＭ（２））＝一０ ，６０８＋１ ，０４４＊Ｌｎ［Ｏ ．５＊｛（ＲＩＭ（２）十ＤＧＲ（２））

　　　　　　　　　　（一〇 ．４９）　（８ ．２２）

　　　　　　　　　　十（ＲＩＭ（２）一１ ＋ＤＧＲ（２）一１ ）｝１－Ｏ ．０８３＊Ｌｎ（ＰＩＭ（２）一１／ＰＸ（２）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．６０）

　　　　　　　　Ｒ２＝０ ．８５　　　ＤＷ＝２ ．７１

¢８８軽工業（円建て ，実質）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＩＭ（３）一ＣＤＩＳＪ（３））＝一４ ，００４＋Ｏ ．９３０＊Ｌｎ（ＲＩＭ（３）十ＤＧＲ（３））

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一〇 ．８３）（２ ．０１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．８７１＊Ｌｎ（ＰＸ（３）／ＰＩＭ（３））十〇 ．２０２＊Ｌｎ（ＲＩＭ（３）一１ ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．１６）　　　　　　　　（１ ．３９）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９８　　　ＤＷ＝２ ．４３

¢８９重工業（素材型１）（円建て ，実質）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＩＭ（４）一ＣＤＩＳＪ（４））＝一２１ ．９４＋２ ，７２７＊Ｌｎ（ＲＩＭ（４）十ＤＧＲ（４））

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一８ ．６８）　（９ ．５０）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十０ ，２５０＊Ｌｎ（ＰＸ（４）一１ ／ＰＩＭ（４）一１ ）十〇 ．１５２＊Ｌｎ（ＲＩＭ（４）一１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．８８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．５０）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９５　　　ＤＷ＝ユ ．９３

卿　重工業（素材型２）（円建て，実質）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＩＭ（５）一ＣＤＩＳＪ（５））：一３３ ．３５＋３ ，４４７＊Ｌｎ（ＲＩＭ（５）十ＤＧＲ（５））

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一７ ．０３）　（９ ．７３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．７６５＊Ｌｎ（ＰＸ（５）／ＰＩＭ（５））十〇 ．４５８＊Ｌｎ（ＲＩＭ（５）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．６４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．９６）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９０　　　ＤＷ＝１ ．９１

側　重工業（加工型）（円建て ，実質）（標本期問１９７４～８６）

　Ｌｎ（ＲＩＭ（６）一ＣＤＩＳＪ（６））＝Ｏ ．２９３＋Ｏ ．６４１＊Ｌｎ（ＲＩＭ（６）十ＤＧＲ（６））

　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．２８）　（６ ．９６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　十〇 ．７９９＊Ｌｎ（ＰＸ（６）／ＰＩＭ（６））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．２０）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．８１　　　ＤＷ＝１ ．４８

ｑ９２商業（円建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６
　Ｌｎ（ＩＭ（７））＝一４ ，４７１＋Ｏ ．８１９＊Ｌｎ似（ＥＸ（ｉ）十ＩＭ（ｉ））｝十〇 ．２８７＊Ｌｎ（ＩＭ（７）一１ ）

　　　　　　　　　（一３ ．４８）　（４ ．３７）　　　　　ｉ－１ 　　　　　　　　　　　　　　（２ ．０２）

　　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９４　　　ＤＷ＝１ ．２１

ｑ９ト蝸　輸入額（円建て ，名目）（ｉ＝１～６）

　ＩＭ（ｉ）＝ＲＩＭ（ｉ）＊ＰＩＭ（ｉ）／１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２３）



７２ 立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

４－ ２　海外子会社の日本への輸出の海外子会社の売上に占める割合（％）（年度）

　　　農林漁業 ：外生

　　　鉱業 ：外生

¢９９軽工業（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（３））＝一３７５５＋０８３６＊Ｌｎ｛ＰＸ（３）／（ＷＰＥ（３）＊ＥＸＲ）｝

　　　　　　　　（一１ ．０５）　（１ ．７７）

　　　　　　　　　十０１３０＊ＤＭ（７７－８６）＊Ｌｎ｛ＰＸ（３）／（ＷＰＥ（３）＊ＥＸＲ）｝

　　　　　　　　　（１ ．５０）

　　　　　　　　　十９ ，１８９＊Ｌｎ｛（ＲＩＭ（３）一１ ＋ＤＧＲ（３）一１ ）＊１００／ＤＧＲ（３）一１｝

　　　　　　　　　（１ ．３４）

　　　　　　　　　十０ ，４５１＊ＤＭ（８２－８３）

　　　　　　　　　（２ ．８９）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．６２　　　ＤＷ＝２ ．５６

Ｃ００重工業（素材型１）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（４））＝一７６６９－１０５３＊Ｌｎ（ＥＸＲ
＿１ ）

　　　　　　　　（一２ ．９２）（一２ ．３０）

　　　　　　　　十１７ ．９１＊Ｌｎ｛（ＲＩＭ（４）一１ ＋ＤＧＲ（４）一１ ）＊１００／ＤＧＲ（４）一１ ）｝

　　　　　　　　（３ ．３３）

　　　　　　　　十〇 ．２９６＊Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（４）＿１ ）

　　　　　　　　（１ ．８７）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８９　　　ＤＷ＝１ ．２５

＠Ｏカ重工業（素材型２）（標本期問１９７５～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（５））＝２７７９－１２１１＊ＤＭ（７７－８６）一５１６７＊Ｌｎ（ＥＸＲ
－１ ）

　　　　　　　　（５ ．７３）（一４ ．０７）　　　　　　　　　　（一６ ．０７）

　　　　　　　　　十１ ，８７７＊｛（ＤＧＮ（５）十ＩＭ（５））／（ＤＧＮ（５）一１ ＋ＩＭ（５）一１ ）｝

　　　　　　　　　（１ ．９７）

　　　　　　　　　十〇 ．７０２＊Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（５）＿１ ）

　　　　　　　　　（５ ．３７）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．８２　　　ＤＷ＝３ ．１１

醐　重工業（加工型）（標本期問１９７４～１９８６）

　Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（６））：一２ ，６３２＋２ ，８４６＊Ｌｎ｛（ＤＧＮ（６）一１ ＋ＩＭ（６）一１ ）／（ＤＧＮ（６）一２

　　　　　　　　（一２ ．１９）　（２ ．７８）

　　　　　　　　　十ＩＭ（６）一２）｝十０ ，６８１＊Ｌｎ（ＲＤＩＳＪ（６）一１ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．２３）

　　　　　　Ｒ２＝０ ．６５　　　ＤＷ：２ ．０３

４－ ３　海外子会社の日本への輸出（ｉ＝３～６）

蝸～鯛　海外子会社の日本への輸出（年度，ドル建て，名目）

　ＤＩＳＪ（ｉ）＝（ＲＤＩＳＪ（ｉ）／１００）＊ＤＩＳ（ｉ）

（３２４）



海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）７３

ＣＯト¢１０海外子会杜の日本への輸出（暦年，円建て，実質）

　ＣＤＩＳＪ（１）＝［｛（ＤＩＳＪ（ １）一１ ＊ＥＸＲ－１ ＋３＊ＤＩＳＪ（１）＊ＥＸＲ）／１０００｝／（ＰＩＭ（１）／１００）／４１

５　海外子会社の収益

　５－１　海外子会社の収益（年度）

　　　　農林漁業（ドル建て ，名目） ：外生

　　　　鉱業（ドル建て ，名目） ：外生

剛　軽工業（トル建て ，名目）（標本期問１９７５～１９８６）

　ＤＩＲ（３）／ＤＩＫ（３）一１＝Ｏ ．０６９＋Ｏ ．０６４＊（ＤＩＳ（３）／ＤＩＫ（３）一１ ）

　　　　　　　　　　（１ ．２８）　（３ ．０７）

　　　　　　　　　　　 一〇 ．０８６＊（ＤＩＫ（３）一１ ／ＤＩＫ（３）一２）一〇 ．０３０＊ＤＭ（８１－８６）

　　　　　　　　　　（一２ ．８２）　　　　　　　　（一１ ．５３）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．５５　　　ＤＷ＝２ ．０２

Ｃ１２重工業（素材型１）（ドル建て ，名目）（標本期問１９７８～１９８６）

　ＤＩＲ（４）／ＤＩＫ（４）＿１＝Ｏ ．０２４＋Ｏ ．０２８＊（ＤＩＳ（４）／ＤＩＫ（４）＿１ ）一〇 ．０２４＊（ＤＩＫ（４）／ＤＩＫ（４）＿１ ）

　　　　　　　　　　（１ ．５０）　（３ ．４６）　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．９７）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．５９　　　ＤＷ＝２ ．０６

蝸　重工業（素材型２）（ドル建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　ＤＩＲ（５）／ＤＩＫ（５）一１＝一〇 ．０８３＋Ｏ ．０８６＊（ＤＩＳ（５）／ＤＩＫ（５）一１ ）一０ ，２０６＊ＤＭ（７５）

　　　　　　　　　　（一７ ．９１）（１６ ．３０）　　　　　　（一８ ．８２）

　　　　　　　　　　　 一〇 ．０７＊ＤＭ（８５－８６）

　　　　　　　　　　（一５ ．０５）

　　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９７　　　ＤＷ＝１ ．９２

Ｃ１４重工業（加工型）（ドル建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　ＤＩＲ（６）／ＤＩＫ（６）一１＝Ｏ ．１９３＋Ｏ ．０２１＊（ＤＩＳ（６）／ＤＩＫ（６）一１ ）一〇 ．１４６＊（ＤＩＫ（６）／ＤＩＫ（６）一１ ）

　　　　　　　　　　（１ ．４７）　（１ ．９３）　　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．９３）

　　　　　　　　　　　 一〇 ．０５３＊ＤＭ（８１－８６）

　　　　　　　　　　（一３ ．０６）

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．６０　　　ＤＷ＝２ ．４４

蝸　直接投資収益（国際収支べ 一ス ，ドル建て ，名目）（標本期問１９７４～１９８６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
　Ｌｎ（ＴＤＩＲＪ）＝一１ ，５１８＋Ｏ ．８９１＊Ｌｎ｛　（ＤＩＫ（ｉ）一１ ＊ＰＲ（ｉ）一１ ）｝

　　　　　　　（一４ ．９９）　（２９ ．５０）　　　 ｉ＝１

　　　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　　７　　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　　　７

　　　　　　　　 －Ｏ ．１１３＊｛（　ＤＩＲ（ｉ）／（　ＤＩＫ（ｉ）＿１ ）｝／｛（　ＢＳＰ（ｉ））／（　ＫＩＦ（ｉ）＿１）｝

　　　　　　　（一１ ．０８）　 ｉ＝１

　　
ｉ＝１

　　　　
ｉ＝１

　　　
ｉ＝１

　　　　　　Ｒ２＝Ｏ ．９９　　　ＤＷ＝２ ．４２

ｅ１６貿易収支（ドル建て，ＳＮＡべ 一ス）

　　　　８
　ＴＢ＝　｛（ＥＸ（１）一ＩＭ（１））／ＥＸＲ｝

　　　　ｉ＝１

（３２５）



７４ 立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

［補論２１変数名表

記　号
内生（ｎ）

変　　　数　　　名 単　位
データ

外生（９） の出所

ＢＳＰ（ｉ） ； ｎ 営業余剰（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＢＳＰＨ； ｎ 営業余剰（家計） １０億円 Ｓ）

ＣＤＩＳＪ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の日本への輸出（ｉ：３～６） １０億円 ＊）

（１９８０年基準）

ＣＤＩＳＬＲ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の現地売上額 １００万ドル ＊）

十第三国への輸出額（ｉ＝３～６）

ＣＥＰＩ； ｎ 民問最終消費支出（１９８０年基準） １０億円 Ｓ）

ＣＥＰＩＮ； ｎ 民間最終消費支出 １０億円 Ｓ）

ＣＰＨ； ｎ 家計国内最終消費支出（１９８０年基準） １０億円 Ｓ）

ＣＰＨＮ； ｎ 家計国内最終消費支出 １０億円 Ｓ）

ＣＰＩ； ｎ 消費者物価指数 １９８０年 ＝１００ Ｐ）

ＣＲＳＩＪ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の日本からの輸入 １０億円 ＊）

（ｉ：３～６）（１９８０年基準）

ＤＣ（ｉ）
； ｎ 財・ サービスの需要（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＤＧＮ（ｉ） ； ｎ 産出額（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＤＧＮ（８）；
９ 産出額（その他産業） １０億円 Ｓ）

ＤＧＲ（ｉ） ； ｎ 実質産出額（ｉ＝１～７）（１９８０年基準） １０億円 Ｓ）

ＤＩＫ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の固定資本ストッ ク １００万ドル ＊）

（ｉ＝１～７）（年度）

ＤＩＲ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の収益（ｉ＝３～６） １００万ドル ＊）

（年度）

ＤＩＲ（ｉ）
； ９ 海外子会社の収益（ｉ＝１，２，７）（年度） １００万ドル ＊）

ＤＩＳ（ｉ）
； ｎ 海外子会社の売上（ｉ＝１～７）（年度） １００万ドル ＊）

ＤＩＳＩ（ｉ）
； ｎ 海外子会社の投入額（ｉ＝３～６）（年度） １００万ドル ＊）

ＤＩＳＪ（ｉ）
； ｎ 海外子会社の日本への輸出額 １００万ドル ＊）

（ｉ＝３～６）（年度）

ＤＩＳＬＲ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の現地販売額 １００万ドル ＊）

十第三国への輸出額（ｉ＝３～６）（年度）

ＤＰ（ｉ）
； ｎ 固定資本減耗（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＤＭ（７１－７４）；
９ ダミー 変数（１９７１－７４＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（７２－７３）；
９ ダミー 変数（１９７２－７３＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（７３）；
９ ダミー 変数（１９７３＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（７３－７４）；
９ ダミー 変数（１９７３－７４＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（７３－８６）；
９ ダミー 変数（１９７３－８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）

ＤＭ（７５）；
９ ダミー 変数（１９７５＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（７６）；
９ ダミー 変数（１９７６＝１ｏｔｈｅｒｓ：０）

ＤＭ（７７）；
９ ダミー 変数（１９７７＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（７７－８６）；
９ ダミー 変数（１９７７－８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）
９

（３２６）



海外直接投資行動を含む日本経済マクロモデルのシミュレーシ ョン分析（稲葉 ・森川）７５

ＤＭ（７８）；
９ ダミー 変数（１９７８：１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）

ＤＭ（７９－８０）；
９ ダミー 変数（１９７９－８０＝１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）

ＤＭ（７９－８６）
； ９ ダミー 変数（１９７９－８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（８１－８６）；
９ ダミー 変数（１９８１－８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）

ＤＭ（８２－８３）；
９ ダミー 変数（１９８２－８３＝１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）

ＤＭ（８４－８６）；
９ ダミー 変数（１９８４－８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（８５－８６）；
９ ダミー 変数（１９８５－８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝０）

ＤＭ（８６） ； ９ ダミー 変数（１９８６＝１ｏｔｈｅｒｓ＝Ｏ）

ＥＬＤＳ； ｎ 有効求人倍率 Ｎ）

ＥＭ（ｉ） ； ｎ 雇用者数（ｉ＝１～７） １万人 Ｓ）

ＥＸ（ｉ）；
ｎ 商品別輸出額（ｉ＝１～７）（ＦＯＢ価格） １０億円 Ｓ）

ＥＸ（８）；
９ 輸出額（その他産業）（ＦＯＢ価格） １０億円 Ｓ）

ＥＸＯＥ； ｎ 財・ サービスの輸出と海外からの要素 １０億円 Ｓ）

所得

ＥＸＲ ９ 為替レート（円／ドル） １９８０年 ＝１００ Ｉ）

ＧＮＥ ｎ 国民総生産 １０億円 Ｓ）

ＩＦ（ｉ）；
ｎ 新設投資額（ｉ＝１～７）（１９８０年基準） １０億円 Ｃ）

（進捗べ 一ス）

ＩＦ（８）；
９ 新設投資額（その他産業）（１９８０年基準） １０億円 Ｃ）

（進捗べ 一ス）

ＩＦＮ； ｎ 総固定資本形成（民問 ・企業設備） １０億円 Ｓ）

ＩＦＳＮＡ； ｎ 総固定資本形成（民問 ・企業設備） １０億円 Ｓ）

（１９８０年基準）

ＩＧＮ；
９ 総固定資本形成（公的） １０億円 Ｓ）

ＩＨ；
ｎ 総固定資本形成（民問住宅）（１９８０年基 １０億円 Ｓ）

準）

ＩＨＮ； ｎ 総固定資本形成（民問住宅） １０億円 Ｓ）

ＩＭ（ｉ）
； ｎ 輸入額（ｉ＝１～７）（ＣＩＦ価格） １０億円 Ｓ）

ＩＭ（８）；
９ 輸入額（その他産業）（ＣＩＦ価格） １０億円 Ｓ）

ＩＭＯＭ； ｎ 財・ サービスの輸入と海外への要素所 １０億円 Ｓ）

得

ＩＲＬ；
９ 全国銀行貸出約定平均金利 ％ Ｎ）

ＪＮ（ｉ）
； ９ 在庫品の増加（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＫＩＦ（ｉ）
； ｎ 資本ストッ ク（ｉ＝１～７）（１９８０年基準） １０億円 Ｃ）

（進捗べ 一ス）

ＬＳ（ｉ）
； ｎ 労働力人口 １万人 Ｌ）

ＮＲＢＴ； ９ １５歳以上総人口 １万人 Ｊ）

ＯＰＨ； ９ 家計の消費支出，直接税以外の支払い １０億円 Ｓ）

ＰＣＥＰＩ； ｎ 民問最終消費支出デフレーター １９８０年 ＝１００ Ｓ）

ＰＣＨ； ｎ 家計最終消費支出デフレーター １９８０年 ：１００ Ｓ）

ＰＥ； ｎ 輸出価指数（総平均）（円べ 一ス指数） １９８０年 ＝１００ Ｐ）

（３２７）



７６ 立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

記　号
内生（ｎ）

変　　　数　　　名 単　位
データ

外生（９） の出所

ＰＥ（ｉ）
； ｎ 輸出価格指数（日本）（ｉ＝１，３～６） １９８０年 ＝１００ Ｐ）

ＰＥＸＯＥ； ｎ 財・ サービスの輸出と海外からの要素 １９８０年 ＝１００ Ｓ）

所得デフレーター

ＰＧＮＥ； ｎ 国民総支出デフレーター １９８０年 ：１００ Ｓ）

ＰＩＧ； ９ 政府投資デフレーター １９８０年 ＝１００ Ｓ）

ＰＩＨ； ｎ 民間住宅総固定資本形成デフレーター １９８０年 ＝１００ Ｓ）

ＰＩＭ； ９ 輸入物価指数（総平均）（円べ一ス指数） １９８０年 ＝１００ Ｐ）

ＰＩＭ（ｉ） ； ９ 輸入価格指数（ｉ＝１～６） １９８０年 ＝１００ Ｐ）

ＰＩＭＯＭ； ｎ 財・ サービスの輸入と海外への要素所 １９８０年 ＝１００ Ｓ）

得デフレーター
ＰＩＰ； ｎ 総固定資本形成（民問）企業設備デフレ １９８０年 ＝１００ Ｓ）

一ター
ＰＲ（ｉ）

； ９ 日本企業の海外子会社への出資比率 ％ ＊）

（ｉ＝１～７）（年度）

ＰＸ（ｉ）
； ｎ 産出デフレーター（ｉ＝１～７） １９８０年 ＝１００ Ｓ）

ＰＸ（８）；
９ 産出デフレーター（その他産業） １９８０年 ＝１００ Ｓ）

ＲＣＰＨ（ｉ） ； ９ 家計の国内での最終消費支出 コンバー
Ｓ）

ター（ｉ＝１～８）

ＲＤＣ（ｉ） ； ９ 中問需要 コンバーター（ｉ＝１～７） Ｓ）

ＲＤＩＳＩ（ｉ）
； ｎ 海外子会社の投入額の販売額に占める ％ ＊）

割合（ｉ＝３～６）（年度）

ＲＤＩＳＪ（ｉ） ； ９ 海外子会社の販売額に占める日本への ％ ＊）

輸出の割合（ｉ＝３～６）（年度）

ＲＥＰＣ（ｉ） ； ９ 統計上の不突合 ・産出比率（ｉ＝１～７） Ｓ）

ＲＥＸ（ｉ） ； ｎ
商晶別輸出額（ｉ＝３～６）（１９８０年基準） １０億円 Ｓ）

ＲＧＮ（ｉ） ； ９ 産出 コンバーター（ｉ＝１～７） Ｓ）

ＲＧＮＥ； ｎ 国民総支出（１９８０年基準） １０億円 Ｓ）

ＲＩ（ｉ）
； ９ 国内総資本形成コンバーター

Ｓ）

（ｉ＝１～８）

ＲＩＣ（ｉ）
； ９ 中問需要 コンバーター（ｉ＝１～７） Ｓ）

ＲＩＭ（ｉ） ； ｎ
商品別輸入額（ｉ＝１～６）（１９８０年基準） １０億円 Ｓ）

ＲＫＰ（ｉ） ； ｎ 資本ストッ クの除却額（ｉ＝１～７） １０億円 Ｃ）

（１９８０年基準）

ＲＰＥ（ｉ） ； ９ 輸出需要 コンバーター（ｉ＝１～８） Ｓ）

ＲＲＳＩＪ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の総投入額に占める日本か ％ ＊）

らの輸入の割合（ｉ＝３～６）（年度）

ＲＳＩＪ（ｉ）
； ｎ 海外子会社の日本からの輸入額 １００万ドル ＊）

（ｉ＝３～６）（年度）

ＲＳＩＬＲ（ｉ） ； ｎ 海外子会社の当該国または第三国から １００万ドル ＊）

の調達額（年度）

（３２８）
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ＲＴＩＭ（ｉ） ； ９ 輸入税率（ｉ＝１～７） Ｓ）

ＲＶＵ（ｉ）
； ９ 中間投入 コンバーター（ｉ：１～７） Ｓ）

ＳＳＴＨ ９ 家計の雇用者所得，営業余剰，財産所 １０億円 Ｓ）

得以外の受取

ＴＡＸＨ； ｎ 家計の直接税支払い １０億円 Ｓ）

ＴＢ； ｎ 貿易収支（ＳＮＡべ 一ス） １０億ドル Ｓ）

ＴＤＩＦＪ
； ｎ 日本からの海外直接投資 １００万ドル Ｋ）

資本流出額（国際収支べ 一ス）

ＴＤＩＲＪ； ｎ 日本の対外直接投資収益 １００万ドル Ｋ）

（国際収支べ 一ス）

ＴＫＰ（ｉ） ； ９ 除却率（ｉ＝１～７） Ｓ）

ＴＲＥＮＤ ９ タイムトレンド（１９７０＝１）

ＶＵ（ｉ） ； ｎ 中問投入額 １０億円 Ｓ）

Ｗ（ｉ） ； ｎ １人当り雇用者所得（ｉ＝１～７） １万円 Ｓ）

ＷＤＧＮ（ｉ） ； ９ 産業ｉの国内産出額が全産業産出額に Ｓ）

占める割合（ｉ＝１～７）

ＷＥＩ５ ９ 素材型２の国内産出額が素材型２＋加 Ｓ）

工型の国内産出額合計に占める割合

ＷＥＭ ｎ 雇用者所得総額 １０億円 Ｓ）

ＷＥＭ（ｉ） ； ｎ 雇用者所得（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＷＥＭ（８）； ９ 雇用者所得（その他産業） １０億円 Ｓ）

ＷＥＲ（ｉ） ； ９ 日本を除く世界の輸出額（ｉ＝１～６） １００万ドル ＊）

（ドルベ ース）（１９８０年基準）

ＷＰＥ（ｉ） ； ９ 日本を除く世界の輸出価格（ｉ：３～６） １９８０年 ＝１００ ＊）

ＷＰＩ； ｎ 卸売物価指数 １９８０年 ＝１００ Ｐ）

ＸＩＴ（ｉ） ； ９ 問接税一補助金（ｉ＝１～７） １０億円 Ｓ）

ＸＬ（ｉ） ； ｎ 就業者数（ｉ＝１～７） １万人 Ｓ）

ＸＬ（８） ； ９ 就業者数（その他産業） １万人 Ｓ）

ＸＬＳＵ； ｎ 就業者合計 １万人 Ｓ）

ＹＤＨ； ｎ 家計可処分所得 １０億円 Ｓ）

ＹＴＲＨ ｎ 家計の財産所得 １０億円 Ｓ）

データの出所 Ｓ） ：国民経済計算年報
Ｃ） ：民間企業総資本ストッ ク

Ｐ） ：物価指数年報

Ｎ） ：日銀経済統計年報
Ｋ） ：国際収支統計月報
Ｊ） ：人口推計資料

Ｌ） ：労働力調査報告
Ｉ）　Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ

＊）筆者が独自に作成（作成方法は，稲葉 ・森川［１９９２ｂ１参照）

（３２９）




